
（平成２３年１０月２６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 40 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 35 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 43 件

国民年金関係 15 件

厚生年金関係 28 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 6054 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年 12月から３年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 12月から３年３月まで 

私は、夫が自営業を始めたので、それを手伝うために会社を退職し、Ａ市

役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った。 

その後は、私が夫婦の国民年金保険料を納付してきたのに、申立期間は夫

が納付済みであり、私は未納とされている。 

ねんきん特別便が届いた時も、本来存在すべき私の厚生年金保険の記録が

全く無かったので、私の年金記録は信用できない上、私が４か月分だけ国民

年金保険料を納付しないことなど考えられないのでよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金の加入時期を調査すると、申立人の国民年金手帳記

号番号前後の被保険者の納付開始日から、平成３年４月頃に加入手続が行わ

れたものと推定され、この時点において、申立期間の国民年金保険料は現年

度納付することが可能である。 

また、申立人は、申立期間直後の平成３年４月以降、現在まで国民年金保

険料を完納しており、未納とされている期間は申立期間のみである。 

さらに、Ａ市は、国民年金の加入手続に際し、加入手続前の現年度に国民

年金保険料の未納期間がある場合には、窓口で納付の必要性を説明し、申出

があればその場で手書き納付書を作成していたと回答しているところ、申立

人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者の納付状況をみると、平成２年４

月まで遡って、その納付期限である３年４月 30日までに保険料を現年度納付

している記録が複数確認できることから、同市の回答内容を裏付けるととも

に、申立人の夫は、元年 11月頃に加入手続が行われ、同年４月まで遡って保

険料を現年度納付していることなどを踏まえると、申立人が４か月間と短期

間である申立期間の保険料を納付していたものとみても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪国民年金  事案 6055 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年７月から 59年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年７月から 59年３月まで 

私は、夫が会社を辞めた後は、夫婦二人分の国民年金保険料をまとめて一

緒に納付していたので、私にも夫にも未納期間があるのは納得できない。い

つも夫婦二人分の保険料を私が納付していたことには確信があるので、調査

の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続を行って以降、国民年金の加入期間について、

申立期間を除き国民年金保険料を全て納付している。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人自身が夫婦二

人分をいつも一緒に納付していたと主張しているところ、申立人が所持する昭

和 57年、58年及び 59年分の確定申告書（控）の社会保険料控除欄によると、

申立期間を含む当該期間について、おおむね夫婦二人分の保険料が控除されて

いることが確認でき、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金  事案 6056 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２  申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年３月まで  

昭和 63年４月に夫が入院し、その後２年半の間入院していたため、医療

費の支払が高額となり、平成元年度は、国民年金保険料の免除を受けた。２

年度についても、免除申請の手続を行うため役所に行ったところ、窓口の担

当者に「保険料を納めなければ、将来もらう年金額が少なくなる。」と教え

られたため、その日のうちに金融機関でお金を下ろして、10 万円に少し足

した金額を同年度分の保険料として役所の窓口で納付した。 

当時の私にとって、金銭的にも時間的にも厳しいときだったので、忘れる

ことができない。それなのに、申立期間が申請免除期間とされており、納得

できない。私の年金の納付記録を訂正してほしい。   

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の納付記録を見ると、国民年金の加入期間中に未納期間は無く、60

歳到達まで国民年金保険料を完納している上、申立人の夫の厚生年金保険から

国民年金への切替手続と同時期に、第３号被保険者から第１号被保険者への種

別変更の手続も適切に行い、保険料を納付しているなど、納付意識の高さがう

かがえる。 

また、申立人は、申立期間の納付の経緯について具体的に陳述するとともに、

申立期間の国民年金保険料として納付した金額は、10 万円に少し足した金額

であったとしているところ、申立期間の納付に要する保険料額は 10 万 800 円

であり、申立内容とほぼ一致しており、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 6057 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年４月から 46 年３月までの期間及び

47 年７月から同年９月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年４月から 46年３月まで 

             ② 昭和 47年７月から同年 10月まで 

    国民年金の加入手続については、私が 20 歳になった時に、強制的に国民

年金に加入させられたように思う。 

    申立期間の国民年金保険料については、両親が私の分を自宅に来ていた集

金人に納付していたし、私自身も納付していたことがある。 

    また、その際に、年金手帳に印を押してもらっていた記憶もある。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市（現在は、Ｂ市）において、昭和 44年７月 17日に払い出されていること

が確認でき、この手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間の国民年金保険

料を現年度納付することは可能である。 

また、申立人は、資格取得の要件を満たした昭和 44 年＊月から申立期間②

直前の 47 年６月までの国民年金被保険者期間において、申立期間①を除き国

民年金保険料を完納している上、申立人の両親については、申立期間①を含め

て当該期間の保険料を完納しており、当時における申立人の両親及び申立人の

納付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間①は 12 か月と短期間である上、その前後の期間の国民年

金保険料は納付済みとなっており、当該期間当時の生活状況等に特段の変化が

あったことはうかがえないことなどを踏まえると、申立期間①の保険料が未納

とされていることは不自然である。 



一方、申立期間②について、申立人の両親に係る特殊台帳を見ると、当該期

間の納付日付の記載は無いものの、日付が記載されている他の期間の納付日付

から、当時、Ａ市においては、ⅰ）国民年金保険料の集金は３か月ごとに行わ

れていたこと、ⅱ）例えば、昭和 46 年４月から同年６月までの保険料につい

ては、同年７月１日付けで収納記録が記載されているなど、おおむね通常の納

期限より１か月程度の余裕を持って収納されていたことが確認できる。 

また、申立人は、結婚に伴い、昭和 47年 10月にＣ市へ転居したことが戸籍

の附票及び申立人の陳述により確認できることを踏まえると、申立期間②のう

ち、同年７月から同年９月までの国民年金保険料については、集金人が集金に

訪れた際、まだ申立人はＡ市においてその両親と同居していた可能性が高く、

両親が自身の保険料と一緒に申立人に係る当該期間の保険料も納付していた

と考えるのが自然である。 

しかし、申立期間②のうち、昭和 47 年 10 月の国民年金保険料については、

集金人が集金に訪れた際、申立人は既に結婚に伴いＣ市へ転居していた可能性

が高い。 

また、申立人自身も、結婚に際して、その両親から国民年金保険料を納付す

るようにといったようなことを言われた記憶はないと陳述している上、保険料

を納付していたとする申立人の父親は既に他界していること及び申立人の母

親も高齢であることから、申立人の転居当時の状況についての陳述を得ること

ができず、具体的な納付状況は不明である。 

さらに、申立人は、結婚した翌月から会社勤務を始めたとしているところ、

特殊台帳を見ると、昭和 47年 11月２日付けで厚生年金保険の加入に伴い、国

民年金被保険者資格を喪失したとみられる記録が、３年４か月後の 51 年３月

に社会保険事務所(当時)に進達されていることが確認でき、転居及び結婚した

当時において、国民年金に係る手続を適切に行っていなかったことがうかがえ

る。 

加えて、申立期間②のうち、昭和 47年 10月の国民年金保険料を納付するこ

とが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録によ

り各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号

払出簿の縦覧調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情も見当たらず、申立人から、申立期間②のうち、同年 10

月の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見い

だすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 45年４月から 46年３月までの期間及び 47年７月から同年９月までの期間

の国民年金保険料を納付していたものと認められる。



大阪国民年金 事案 6058 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年７月から 52 年３月までの期間及び

54 年 10 月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月から 41年３月まで 

             ② 昭和 51年７月から 52年３月まで 

             ③ 昭和 53年７月から同年 12月まで 

             ④ 昭和 54年 10月から同年 12月まで 

             ⑤ 昭和 56年４月から同年９月まで 

             ⑥ 昭和 57年４月から同年９月まで 

    時期ははっきりと覚えていないが、夫婦一緒に国民年金の加入手続をＡ市

役所で行い、その後、私が夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

    加入当初の国民年金保険料月額は 100円で、３か月に一度、自宅に来る女

性集金人に納付していたことを覚えている。 

    何らかの事情で、国民年金保険料を納付できなかった時は、納付書により

金融機関で遅れて納付していたはずであり、その時でも夫婦どちらか一方の

みの保険料を納付したことはないはずである。 

    申立期間②及び④の国民年金保険料について、夫が納付済みであるにもか

かわらず、私の分のみ未納とされていることは納得できない。 

    申立期間①、③、⑤及び⑥については、日本年金機構に申立てを行った時

には、夫の国民年金保険料も未納であることを教えてもらっていなかった。

私の保険料も納付していなかったのかも知れないが、念のため、調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び特殊台帳を見ると、申立人の国民年金手帳

記号番号は、前後の手帳記号番号により、Ａ市において、昭和 39 年４月１日

を国民年金被保険者資格の取得日として、41 年６月１日に夫婦連番で払い出



されたものと推認でき、この手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間の国

民年金保険料を納付することは可能である。 

また、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料をいつも一緒に納付していた

としているところ、夫婦が所持する国民年金手帳及び領収証書等を見ると、国

民年金に加入手続後の夫婦の保険料の納付状況は、昭和 55 年１月から同年３

月までの期間及び同年７月から同年９月までの期間の合わせて６か月間を除

き、全て一致しており、また、申立人の夫のオンライン記録を見ると、申立期

間②及び④の保険料は納付済みとされていることが確認できる。 

さらに、夫婦が所持する領収証書等を見ると、申立人の申立期間④直後の昭

和 55年１月から同年３月までの期間及び申立期間⑤直後の 56年 10月から同

年12月までの期間並びに申立人の夫の申立期間④及び⑤直後の同年10月から

同年 12 月までの期間の国民年金保険料は、いずれも現年度保険料の納付書を

使用して過年度納付していることが確認できる一方、特殊台帳を見ると、これ

らの期間については、いずれも現年度納付として記録されており、この当時の

記録管理が適正に行われていなかったこともうかがえる。 

これらのことから、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していた申立

人が、申立期間②及び④について、申立人の夫の保険料のみ納付し、申立人自

身の保険料を未納のまま放置していたとは考え難い。 

しかし、上記のとおり、夫婦の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年６月１

日に払い出されており、夫婦が所持する国民年金手帳を見ても、同日付けの発

行印が確認できるところ、夫婦から、加入手続時に過去の未納保険料を遡って

納付したことをうかがわせる陳述は無く、また、当該手帳を所持するより前に

別の手帳を所持していたことは無いともしている。 

また、上記のとおり、申立人は、夫婦二人分の国民年金保険料をいつも一緒

に納付していたとしており、どちらか一方のみの保険料を納付したことは無い

としているところ、申立人の夫のオンライン記録及び特殊台帳を見ると、申立

期間①、③、⑤及び⑥の保険料は、いずれも未納とされている。 

さらに、申立期間①、③、⑤及び⑥の国民年金保険料を納付することが可能

な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の

氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の

縦覧調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人から申立期間①、③、⑤及び⑥の国民年金保険料の納付をめ

ぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51年７月から 52年３月までの期間及び 54年 10月から同年 12 月までの期

間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



大阪厚生年金 事案 12518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 14年 12月１日から 15年８月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人の「Ａ社」における資格取得日に係る記録を 14 年

12 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、同年 12 月から 15 年３月ま

では 17万円、同年４月及び同年５月は 22 万円、同年６月は 20 万円、同年７

月は 22万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 15 年８月１日から同年 11月 13日

までの期間について、その主張する標準報酬月額（22 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人の「Ａ社」における当該期間の標準報酬月額に係る記録を、22 万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

さらに、申立人は、平成 15年５月 12日及び同年８月 12日に支給された賞

与において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の「Ａ社」におけ

る標準賞与額に係る記録を、同年５月 12 日は 8,000 円、同年８月 12 日は 23

万 2,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 14年２月 18日から 15年８月１日まで 

            ② 平成 15年５月 12日 

          ③ 平成 15年８月１日から同年 11月 13日まで 



          ④ 平成 15年８月 12日 

私は、平成 14 年２月から 15 年 10 月まで、「Ａ社」に正社員として在籍

し、Ｂ営業所において勤務していた。 

ねんきん定期便で厚生年金保険被保険者記録を確認したところ、「Ａ社」

における資格取得日は平成 15年８月１日とされており、申立期間①の加入

記録が無かった。 

また、申立期間②及び④について、所持する平成 15年春期及び同年夏季

の賞与明細書では厚生年金保険料が控除されていたが、標準賞与額の記録

が無かった。 

さらに、申立期間③について、所持する給与明細書に記載されている厚

生年金保険料及び支給額に見合った標準報酬月額よりも低い金額とされて

いた。 

出勤簿、給与明細書及び賞与明細書等を提出するので、申立期間の厚生

年金保険被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、平成 14 年 12 月１日から 15 年８月１日までの期間につ

いて、申立人提出の出勤簿、給与明細書及び同僚の陳述等から、申立人は、「Ａ

社」に在籍し、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことが

認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律(以

下「特例法」という。)に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書

及び平成 15 年分給与所得の源泉徴収票において確認できる厚生年金保険料控

除額又は報酬月額から、14年 12月から 15年３月までは 17万円、同年４月及

び同年５月は 22 万円、同年６月は 20 万円、同年７月は 22 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に文書で照会したものの回答は得られず、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 



申立期間③について、申立人は、平成 15 年８月１日から同年 11月 13 日ま

での期間に係る標準報酬月額の相違について申し立てているが、特例法に基づ

き、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人提出のＡ社におけ

る給与明細書及び平成 15 年分給与所得の源泉徴収票において確認できる厚生

年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に文書で照会したものの回答は得られず、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間②及び④について、申立人提出の平成 15 年春期賞与明細書、同年

夏季賞与明細書及び同年分給与所得の源泉徴収票により、申立人は、同年５月

12日及び同年８月 12日に支給された賞与において、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、特例法に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、

これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、平成 15 年春期賞与明細書、

同年夏季賞与明細書及び同年分給与所得の源泉徴収票において確認できる厚

生年金保険料控除額又は賞与支給額から、同年５月 12 日は 8,000 円、同年８

月 12日は 23万 2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主に文書で照会したものの回答は得られず、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと

から、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、平成 14年２月 18 日から同年 12月１日までの期

間については、雇用保険の加入記録によると、申立人は、13 年 12 月 21 日に

Ｃ社を離職後、求職者給付等の受給資格が決定され、申立期間を含む 14 年１



月 23日から同年７月 21日までの期間は、求職者給付における基本手当の給付

制限期間及び受給期間であることが確認できる上、申立人自身も、「当該期間

中はアルバイトのような身分であったと思う。」と陳述している。 

また、申立人は、「平成 14 年２月分から同年 11 月分までの給与明細書を作

成してもらえなかった。」と陳述しているなど、申立人の当該期間における給

与支給状況及び保険料控除について確認することができない。 

このほか、申立期間①のうち、平成 14年２月 18日から同年 12月１日まで

の期間に係る厚生年金保険料が控除されていたことを確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12519 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 25年５月 20日から同年７月 11日までの期間につい

て、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は同年５月 20

日、資格喪失日は同年７月 11 日であると認められることから、申立人に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが

必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、2,500円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25年５月 20日から同年７月 11日まで 

             ② 昭和 25年７月 11日から 26年３月１日まで 

             ③ 昭和 26年９月６日から 27年９月６日まで 

   年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期間の厚生

年金保険被保険者記録が無いとの回答を受けた。 

   しかし、申立期間の被保険者記録が無いことに納得がいかないので、申立

期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ｂ市に所在したＡ社で勤務していたと申し

立てているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、

申立人と氏名及び生年月日が一致する基礎年金番号に未統合の被保険者記録

（資格取得日は昭和 25年５月 20日、資格喪失日は同年７月 11 日）が確認で

きる。 

また、申立人と氏名及び生年月日が一致する厚生年金保険被保険者台帳(旧

台帳)においても、Ａ社における資格取得日は昭和 25 年５月 20 日、資格喪失

日は同年７月 11日と記録されていることが確認できる。 

さらに、当時の事業主は、所在が不明であるため、事情照会することができ

なかったものの、申立人は、Ａ社の所在地及び業務内容等を具体的かつ詳細に



記憶している上、同社の事業主の氏名及び所在地も記憶しているところ、これ

らは、商業登記簿及び上記の被保険者名簿において確認できる事業主の氏名及

び所在地と一致していることから、申立人は当時、同社で勤務していたことが

うかがえる。 

これらを含めて判断すると、当該未統合記録は、申立人の厚生年金保険被保

険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は昭和 25 年５

月 20日、資格喪失日は同年７月 11日であると認められる。 

なお、当該期間に係る標準報酬月額については、上記の未統合となっている

申立人のＡ社における記録から、2,500円とすることが妥当である。 

申立期間②について、申立人は、当該期間を含めてＣ社に勤務していたと申

し立てているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人が氏名を挙げた同僚の被保険者記録が、申立期間の一部と重なる昭和

25年８月１日から 26年２月４日までの期間において確認できることから判断

すると、時期は特定できないものの、申立人は、申立期間において、同社に勤

務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人は、「Ｃ社に入社してからしばらくの期間は、雇用形

態が他の従業員と異なる『臨時雇い』として勤務していたと思う。」と陳述し

ているところ、上記の被保険者名簿において、申立期間に加入記録が確認でき

る複数の同僚からは、「『臨時雇い』として取り扱われていたのであれば、その

期間中は厚生年金保険に加入せず、保険料も控除されていなかったと考えられ

る。」旨の陳述が得られた。 

また、Ｃ社は、昭和 34年９月 30日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、当時の事業主の所在は不明であるため、事情照会することができ

ず、申立人の勤務実態及び保険料の控除の状況について確認することができな

かった。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間②に該当する被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間③について、申立人は、当該期間もＤ社に継続して勤務していたと

申し立てている。 

しかしながら、申立人の申立期間におけるＤ社での在職については、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間中に厚生年金保険被保

険者記録が確認できる 32 人の同僚を抽出し、７人から回答を得たものの、申



立期間中の在職をうかがわせる具体的な陳述は得られず、確認することはでき

なかった。 

また、Ｄ社の現在の事業主は、「申立期間当時の資料は無く、申立人の勤務

実態及び厚生年金保険料の控除については不明である。」と回答している。 

さらに、Ｄ社における申立期間当時の社会保険事務担当者は、「当時、Ｄ社

では、在職している者の厚生年金保険被保険者資格を喪失させるようなことは

なく、保険料も加入記録どおりに控除していた。」旨を陳述しているほか、上

記回答の得られた７人のうち、自身の資格喪失日の記録に誤りがあると回答し

た者は見当たらない。 

加えて、申立人は、Ｄ社を同時期に退職したとする同僚の氏名を挙げている

ところ、上記の被保険者名簿によると、同人の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は、昭和 26 年９月５日であり、申立人の資格喪失日である同年９月６日

とほぼ一致している。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間③に該当する被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間③において事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年 12 月 10 日は 95 万

9,000円、17年６月 30日は 91万 8,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 15年 12月 10日 

             ② 平成 17年６月 30日 

申立期間に支給された賞与が社会保険事務所(当時)に未届けとなってい

るが、Ａ社が保管する賞与明細書等によると、厚生年金保険料が控除され

ている。 

申立期間に係る標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与明細書及び経費支出原議書により、申立人は、平成 15年 12

月 10日及び 17年６月 30日に支給された賞与において、その主張する標準賞

与額(平成 15年 12月 10日は 95万 9,000円、17年６月 30日は 91万 8,000円)

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後（平成 23

年７月 26 日）に届出を行っていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 15年 12月 10 日及び 17年６月 30日の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成 16 年８月から 17 年８月までは 36 万円、18 年１月から同年 12 月までは

12万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。)を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16年８月１日から 19年８月 30日まで 

 厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

申立期間の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与の額より低く記録さ

れていることが分かった。 

 申立期間における実際の給与支給額は約 35 万円であり、給与支給額に相

当する厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間の標準報酬月額の記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成 16年８月１日から 17年９月１日までの

期間に係る標準報酬月額については、申立人が確定申告事務を委託した公認会

計士が保管する16年及び17年分の源泉徴収票並びに同僚が提出した当該期間

に係る源泉徴収票及び給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額から判

断して、36万円とすることが妥当である。 



また、申立期間のうち、平成 18年１月１日から 19年１月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、申立人に係る 18 年の源泉徴収票で確認できる

「社会保険料等の金額」から判断して、12 万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人の当該期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主等から回答が得られないため確認することができないが、平成

16年８月から 17年８月までの期間及び 18年１月から同年 12月までの期間に

ついて、源泉徴収票等において確認できる保険料控除額等に見合う標準報酬月

額とオンライン記録の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、

当該期間について、事業主は、保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務

所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 17年９月１日から 18年１月１日までの期間に

ついては、申立人に係る 17 年分の源泉徴収票及び同僚の給与明細書等から推

認される保険料控除額に見合う標準報酬月額（11 万 8,000 円）は、オンライ

ン記録における標準報酬月額と一致していることから、特例法に基づく記録の

訂正を行う必要は認められない。 

また、申立期間のうち、平成 19年１月１日から同年８月 30日までの期間に

ついては、前述の公認会計士は「Ａ社から当該期間の源泉徴収票は交付されな

かった。」としており、申立人の当該期間における保険料控除の状況は確認で

きない上、事業主等からも回答を得られないため、当該期間について、申立人

がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12522 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日（昭和 61 年

１月 31日）に係る記録を昭和 61年２月１日に、Ｂ社における資格喪失日（平

成７年 12月 30日）に係る記録を平成８年１月１日にそれぞれ訂正し、申立期

間の標準報酬月額を、昭和 61 年１月は 14 万 2,000 円、平成７年 12 月は 30

万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年１月 31日から同年２月１日まで 

             ② 平成７年 12月 30日から８年１月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社及びＢ社

で勤務した期間のうち、申立期間①及び②の加入記録が無いとの回答を受け

た。両社はグループ会社であり、申立期間も継続して勤務していたので、申

立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の回答から判断すると、申立人が申立期間も同

社及びＢ社で継続して勤務し（昭和 61 年２月１日にＡ社からＢ社に異動、平

成８年１月１日に同社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

60年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、14万 2,000円に、申立期間

②の標準報酬月額については、申立人のＢ社における平成７年 11 月の社会保

険事務所の記録から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主

は保険料を納付したか否かは不明としているが、厚生年金基金の記録における



資格喪失日と社会保険事務所の記録における資格喪失日がいずれも同日とな

っており、厚生年金基金及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と

記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 61 年１月 31 日及び平成７年

12月 30日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和61年１月及び平成７年12月の保険料について納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る申立期間①及び②の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



大阪厚生年金 事案 12523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 23年 10月 23日、資格喪失日は 26

年８月１日であると認められることから、申立期間の厚生年金保険被保険者記

録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 23年 10月 23日から 26年８月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

    しかし、Ａ社では、昭和 23年の入社後、40年末に退職するまでの間継続

して勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人は申立期間もＡ社で継続して勤務していた

ことが認められる。 

一方、オンライン記録によれば、申立人は、Ａ社において昭和 23年９月 11

日に厚生年金保険被保険者の資格を取得し、同年 10 月 23 日に資格を喪失後、

26年８月１日に同社において資格を再取得しており、23年 10月から 26年７

月までの申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の

資格喪失日は昭和 22 年 10月 23日と記録されており、上記のとおり、申立人

の同社での資格取得日は 23年９月 11日であることから、申立人は資格取得日

より前に資格を喪失した記録となっており、当該資格喪失日の記録は不自然で

ある。 

また、前述の被保険者名簿のうち、申立人が昭和 26 年８月１日にＡ社にお

いて被保険者資格を再取得した旨が記載されているページの記載内容を検証

すると、ⅰ）申立人の健康保険整理番号が、最初に資格を取得した時の番号よ



り小さい別の番号となっていること、ⅱ）新しい健康保険整理番号は、おおむ

ね被保険者の生年月日順に付番されていること、ⅲ）被保険者全員の資格取得

日が同年８月１日と記録されているが、オンライン記録及び厚生年金保険被保

険者台帳（旧台帳）の記録では、申立人以外の被保険者は全て同日より前に資

格を取得していること、ⅳ）申立人以外の者の旧台帳を見ると、同年８月１日

の欄には、算定基礎届により標準報酬月額が改定されたことを示す「算定」と

記録されていることが確認できる。これらのことから、当該名簿は、同年８月

１日の申立人等の資格取得時に作成された名簿ではなく、健康保険整理番号を

新しく付番するために書き換えられたものであると推認されることから、申立

人は、同年８月１日に資格を再取得したのではなく、同日より前から既に被保

険者であったと考えられる。 

以上のことから、申立人が、Ａ社において、昭和 23年 10 月 23日に被保険

者資格を喪失し、26 年８月１日に再度資格を取得する合理的な理由は見当た

らず、社会保険事務所（当時）における申立人に係る年金記録の管理が適切に

行われていなかったものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において厚生年金保険被

保険者であったと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日は昭

和 23年 10月 23日、資格喪失日は 26年８月１日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１

万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 12524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、事後訂正の結果 38

万 7,000 円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定

に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の 38 万

4,000円とされているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を 38 万 7,000 円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年 12月 15日 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額の

記録が、実際の賞与額に見合う標準賞与額と相違していることが分かった。

同社は届出誤りに気付き、年金事務所に事後訂正を行ったが、年金額の計算

の基礎となる標準賞与額は訂正前の記録のままの額となっているので、正し

い標準賞与額の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の賞与支給明細表から、申立人は、申立期間において、38万 7,000

円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事

務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る平成 15年 12 月 15日の標準賞与額に基づく保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。



大阪厚生年金 事案 12525 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 19年６月 12日は 50万円、

同年 12月 14日及び 20年６月 13日は 55万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19年６月 12日 

② 平成 19年 12月 14日 

③ 平成 20年６月 13日 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社において申

立期間に支給された賞与の記録が無いことが分かった。 

賞与明細書では、厚生年金保険料が控除されていることが確認できるので、

申立期間の標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、そ

の主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与明細書の保険料控除額から、

平成 19年６月 12日は 50万円、同年 12月 14日及び 20年６月 13日は 55万円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

の顧問会計士であった会計士事務所は、事業主は申立期間に係る健康保険厚生

年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、保

険料も納付していないと回答していることから、社会保険事務所は、申立人に

係る平成 19年６月 12日、同年 12月 14日及び 20年６月 13日の標準賞与額に

基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人

に係る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12526 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、

昭和 44年６月は５万 6,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年４月１日から 49年３月 27日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が

実際の給与額よりも低くなっていることが、日本年金機構から送られてきた

「厚生年金加入記録のお知らせ」により分かった。納得できないので、調査

の上、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、昭和 44年６月１日から同年７月１日までの期間について、

Ｂ社提出の現金出納帳を見ると、同年６月についてのみ、申立人の厚生年金保

険料控除額及び給与額が記録されており、当該保険料控除額及び給与額のそれ

ぞれに見合う標準報酬月額は、いずれもオンライン記録の標準報酬月額を上回

っていることが確認できる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、現金出納帳で確認できる保

険料控除額から、昭和 44年６月は５万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、オンライン記録における当該期間の標準報酬月額



が、申立人が加入していたＣ厚生年金基金に記録されている標準報酬月額と一

致しており、社会保険事務所（当時）及び同厚生年金基金の双方が誤って同じ

標準報酬月額を記録したとは考え難いことから、事業主は、保険料控除額に見

合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所

は、当該報酬月額に見合う標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 37年４月１日から 44年６月１日までの期間及

び同年７月１日から 49年３月 27日までの期間については、前述の現金出納帳

に保険料控除額が記録されておらず、Ｂ社は、「昭和 44年６月以外の期間につ

いては、申立人の保険料控除額が分かる資料を保管していない。」としている

上、申立人も当時の給与明細書等を保管していないことから、申立人の当該期

間における保険料控除額を確認することができない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間のうち、昭和 37年４月１日から 44年６月１日までの期間及び同年７月１

日から 49年３月 27日までの期間について、申立人がその主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12527 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、44 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年 10月１日から６年 10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額がそれまでの 44 万

円から 34 万円に下がっていることが、日本年金機構から送られてきた「厚

生年金加入記録のお知らせ」により分かった。しかし、当時給与額が下がっ

たことはなく、そのことが確認できる給料明細書を提出するので、申立期間

の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給料明細書から、申立人が、申立期間にその主張する標準報酬

月額（44 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金  事案 12528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成７年４月から

同年７月までは 47 万円、同年８月から 10年４月までは 53 万円、同年５月か

ら同年11月までは50万円、同年12月は53万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月１日から 11年１月 26日まで 
厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が実際の支給額と比べ

て大幅に相違していることが分かった。申立期間の給与支給明細書を提出す

るので、給与支給額に見合った正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の標準報酬月額については、申立人が提出した平成７年１月から 11

年 12 月までの期間に係る給与支給明細書において確認できる報酬月額及び厚

生年金保険料の控除額から判断すると、申立人は、当該期間において、オンラ

イン記録上の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額より多い保険料額を給

与から控除されていることが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及

び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、平成７年４

月から同年７月までは 47 万円、同年８月から 10 年４月までは 53 万円、同年

５月から同年 11月までは 50万円、同年 12月は 53万円とすることが妥当であ



る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

事業所が既に適用事業所ではなくなっている上、元事業主から回答が得られな

いため不明であるものの、申立人の給与支給明細書から確認できる報酬月額又

は保険料控除額に相当する標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が、

申立期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、申立人につい

て、社会保険事務所の記録どおりの報酬月額を届け、その結果、社会保険事務

所は、上述のとおり認定した申立人に係る標準報酬月額に相当する保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 12529 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 44年７月１日に、資格喪失日に係る記録を 45年２月１日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月１日から 45年２月１日まで 

       年金事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社にお

ける記録が無いとの回答を得た。 

       申立期間にＡ社でＢ業務従事者として勤務していたので、申立期間を厚生

年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険

者記録の有る者 20人のうち、所在の判明した 10人に事情照会し、８人から回

答が得られたところ、そのうち３人は、「申立人がＡ社で勤務していたことを

覚えている。」旨回答している上、同社において昭和 44年５月１日に厚生年金

保険被保険者資格を取得し、45年２月１日に資格を喪失している同僚は、「申

立人は、私の義弟であり、私がＡ社に入社した約２か月後の昭和 44 年７月頃

に正社員として入社し、私と同時期に退社した。」旨陳述していることから申

立人の申立期間における勤務が推認できる。 

   また、上記回答の有った８人の同僚はいずれも、「自身の記憶するＡ社への

入社時期と同社における厚生年金保険の資格取得時期は一致する。」旨回答し

ていることから、申立期間当時、Ａ社は、従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させていたことが推認できる。 

   さらに、申立人及び同僚照会で回答を得た者は、Ａ社の従業員数は 15 人な



いし 20 人程度であったとしているところ、上記被保険者名簿により申立期間

当時の被保険者数は18人ないし22人であったことが確認され、申立期間当時、

同社においては、ほぼ全ての従業員を厚生年金保険に加入させていたことがう

かがえる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立期間に申立人と同職種であ

った同僚の社会保険事務所(当時)の記録から、３万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているものの、Ａ社に係る

上記被保険者名簿の申立期間当時の整理番号に欠番が見当たらないことから、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、仮に、

事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が届出された場合には、その後、

被保険者資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会にお

いても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主

から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 44年７月から 45年１月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 12530 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、平成

13年４月から 14年７月までの期間は 38万円、同年８月は 34万円、同年９月

から 15年２月までの期間及び同年４月から 17年３月までの期間は 32万円に

訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年４月１日から 17年４月１日まで 

「ねんきん定期便」で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社に

勤務していた申立期間の標準報酬月額が、実際の給与額と相違している。給

与明細書を提出するので、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書に

おいて確認できる報酬月額及び保険料控除額から、申立期間のうち、平成 13

年４月から 14年７月までの期間は 38万円、同年８月は 34万円、同年９月か

ら 15年２月までの期間及び同年４月から 16年 12月までの期間は 32万円とす

ることが妥当である。 

また、平成 17 年１月から同年３月までの期間については、給与明細書等の

保険料控除額が確認できる資料は無いものの、申立期間当時の事務担当者は、



「申立人の業務内容及び勤務形態等については、その前の月と変化はなく、報

酬月額及び保険料控除額も同じであったはずである。」旨陳述していること、

及びオンライン記録の標準報酬月額も同額であることなどを踏まえて総合的

に判断すると、当該期間についても、前の月と同水準の給与が支給され、同額

の保険料が控除されていたものと推認されることから、同年１月から同年３月

までの期間の標準報酬月額は 32万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答が得られなかったものの、申立期間について、給与明細書において

確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額とオンラインに

記録されている標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、当該期

間について、事業主は、社会保険事務所（当時）の記録どおりの標準報酬月額

を社会保険事務所に届け、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標

準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当

該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 15 年３月については、給与明細書で確認でき

る保険料控除額に見合う標準報酬月額は、社会保険事務所に記録されている申

立人の標準報酬月額より低額であることから、特例法による保険給付の対象に

当たらないため、あっせんは行わない。 



大阪厚生年金 事案 12531 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 21年 10月 22日から 22年６月１日までの期間につい

て、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における厚生年金保険被保険者の

資格取得日は、21 年 10 月 22 日であると認められることから、申立人に係る

厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 21年 10月から 22年５月までの標準報酬月額については、１万

円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21年 10月 22日から 22年６月１日まで 

             ② 昭和 26年 11月１日から 30年９月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間が厚生

年金保険の未加入期間となっている旨の回答をもらった。 

しかし、私は、昭和 21年 10月 22日から 30年９月１日までＡ社Ｃ営業所

Ｄ部Ｅ課に継続して勤務していたことに間違いないので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ社の回答から、申立人は、昭和 21年 10 月 22日か

ら 26年 10 月 31日までの期間についてＡ社Ｃ営業所に勤務していたことが認

められる。 

また、厚生年金保険被保険者記号番号払出簿によると、申立人のＡ社Ｃ営業

所に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）に記載された厚生年金保険被保

険者記号番号は、同台帳における資格取得日である昭和 22 年６月１日より前

の 21年 11月 13日に払い出されたことが確認できる。 

さらに、申立人のＡ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿は、

申立人の被保険者記録の記載箇所の大半が破損しているため、資格取得日等が

確認できない上、申立人の被保険者記録があるとされるページを含む 10 ペー

ジ以上について、被保険者資格の取得日が記載されていない被保険者が多数見

られること、健康保険の整理番号に多数の欠番が見られること及び全ての被保

険者について、標準報酬月額等の記載が昭和 23 年８月１日からとなっている



ことなど、記録に不自然さがみられるところ、日本年金機構では、「当該被保

険者名簿が作成される以前に、申立人の厚生年金保険被保険者の資格取得日が

記載された被保険者名簿が作成されていたと考えられるが、現在は、何らかの

事情で見当たらない。」旨回答している。 

加えて、Ａ社Ｃ営業所に係る前述の被保険者名簿から、申立期間の被保険者

記録が確認できる複数の同僚は、「Ａ社Ｃ営業所に試用期間は無く、自身の入

社日と厚生年金保険の記録とは一致している。」旨回答しており、申立期間当

時の同社では、入社と同時に従業員を厚生年金保険に加入させていた状況がう

かがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人に係る年金記録の管理は適切であった

と認められず、申立人のＡ社Ｃ営業所における厚生年金保険被保険者の資格取

得日は、昭和 21年 10月 22日であると認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険

法の一部を改正する法律（昭和 44 年法律第 78 号）附則第３条の規定に準じ、

１万円とすることが妥当である。 

申立期間②について、Ａ社Ｃ営業所に係る前述の被保険者名簿から、昭和

28 年３月４日に被保険者資格を取得したことが確認でき、同社Ｄ部で勤務し

ていたとしている同僚は、「申立人は、私が入社した昭和 28 年頃から 30 年頃

まで、Ａ社Ｃ営業所のＥ課に嘱託社員として勤務していたことは間違いない。」

旨陳述している。 

しかし、前述の同僚は、「嘱託社員の厚生年金保険の取扱いについては分か

らない。」旨陳述している上、別の同僚は、「私は、Ａ社Ｃ営業所のＥ課に嘱託

社員として昭和 28年から約 10年間勤務していたが、その頃に在籍していたＦ

業務従事者で社員扱いだった者はいないと思う。嘱託社員の厚生年金保険の取

扱いがどうなっていたかは、自身のことも含めて分からない。」旨陳述してい

るところ、当該同僚は、Ａ社Ｃ営業所における厚生年金保険の被保険者資格を

申立期間後の昭和 31年 10月１日に取得していることが確認できる。 

また、申立人及び複数の同僚が、Ａ社Ｃ営業所内のＥ課に勤務していたとし

て氏名を挙げた複数の同僚の同社Ｃ営業所における被保険者資格の取得日は、

申立期間後の昭和 31年 10月１日であることが確認できる。 

さらに、Ｂ社の担当者は、「嘱託社員という人事制度は承知していない。ま

た、Ａ社の人事表から、申立人は、昭和 26 年 10月 31日に退職していること

が確認できるが、退職日以降も同社Ｃ営業所内で業務に従事していたことは確

認できない。」旨陳述している 

このほか、申立人が申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12532 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成 15 年８月 15 日から 18 年４月１日までの期間につい

て、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を、15 年８月及び同年９月

は 22万円、同年 10月は 24万円、同年 11月から 16年２月までは 22万円、同

年３月は 26 万円、同年４月は 24 万円、同年５月及び同年６月は 22 万円、同

年７月は 26万円、同年８月は 20万円、同年９月及び同年 10月は 26万円、同

年 11月は 20万円、同年 12月は 26万円、17年１月は 22万円、同年２月から

同年７月までは 26万円、同年８月及び同年９月は 24万円、同年 10月から 18

年３月までは 26万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 18年４月１日から 20年９月１日までの期間に

ついて、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、18

年４月から同年８月までは 32 万円、同年９月から 19 年８月までは 30 万円、

同年９月から 20年８月までは 32万円とされているところ、当該額は厚生年金

保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標

準報酬月額は、18 年４月から 20 年６月までは訂正前の 15 万円、同年７月及

び同年８月は訂正前の 22万円とされているが、申立人は、当該期間について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」

という。）に基づき、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を、18年４

月から 19年６月までは 26万円、同年７月から 20年８月までは 32万円に訂正

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（事後訂正前（平成 15年８月から 18年３月までは訂正前）の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

さらに、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 15 年

12 月 22 日は 24 万 5,000 円、16 年７月９日は 20 万円、同年 12 月 24 日は 21

万円、17年７月４日は 27万 6,000円、同年 12月 27日は 18万円、18年６月

19 日は 45 万 2,000 円、同年 12 月 22 日は 19 万 3,000 円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

加えて、申立期間のうち、平成 20 年９月１日から 21 年４月 16 日までの期

間について、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、

38万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75条本文の規定に該



当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、20 年９月は訂

正前の 22万円、同年 10月から 21年３月までは訂正前の 32万円とされている

が、申立人は、当該期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年４

月から同年６月までは標準報酬月額 38 万円に相当する報酬月額が事業主によ

り支払われていたと認められることから、当該記録を取り消し、申立人の当該

期間に係る標準報酬月額の記録を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 15日から 21年４月 16日まで 

             ② 平成 15年 12月 22日 

             ③ 平成 16年７月９日 

             ④ 平成 16年 12月 24日 

             ⑤ 平成 17年７月４日 

             ⑥ 平成 17年 12月 27日 

             ⑦ 平成 18年６月 19日 

             ⑧ 平成 18年 12月 22日 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、

給与支給明細書の厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額より低く記

録されている（申立期間①）。 

また、Ａ社で支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたにもか

かわらず、標準賞与額の記録が無い（申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦及び

⑧）。 

給与支給明細書及び賞与支給明細書を提出するので、申立期間の標準報酬

月額及び標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根

拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時

効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅

していた期間については、厚生年金特例法を、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、



当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録

訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、平成 15年８月 15日から 20年９月１日までの期間、15年

12 月 22 日、16 年７月９日、同年 12 月 24 日、17 年７月４日、同年 12 月 27

日、18年６月 19日及び同年 12月 22日については、本件申立日において保険

料徴収権が時効により消滅していた期間であるから、厚生年金特例法を、20

年９月１日から 21年４月 16日までの期間については、本件申立日において保

険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、厚生年金保険法を適

用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額（標準賞与額）の相違について申し立

てているが、厚生年金特例法に基づき、標準報酬月額（標準賞与額）を改定又

は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源

泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、厚生年金特例法を適用する期間における

申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書及びＡ社提出

の賃金台帳において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平成 15 年８

月及び同年９月は 22 万円、同年 10月は 24 万円、同年 11月から 16年２月ま

では 22 万円、同年３月は 26 万円、同年４月は 24 万円、同年５月及び同年６

月は 22万円、同年７月は 26万円、同年８月は 20万円、同年９月及び同年 10

月は 26 万円、同年 11 月は 20 万円、同年 12 月は 26 万円、17 年１月は 22 万

円、同年２月から同年７月までは 26 万円、同年８月及び同年９月は 24 万円、

同年 10月から 19年６月までは 26万円、同年７月から 20年８月までは 32万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基

礎届の記載に誤りがあったことを認めている上、申立期間の保険料を徴収する

権利が時効により消滅した後に申立人に係る標準報酬月額について訂正の届

出を行っていることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届出が事業

主から行われ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基

づく保険料（事後訂正前（平成 15年８月から 18年３月までは訂正前）の標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧の標準賞与額については、

申立人提出の賞与支給明細書及びＡ社提出の賃金台帳において確認できる賞

与額及び保険料控除額から、平成 15 年 12 月 22 日は 24 万 5,000 円、16 年７

月９日は 20万円、同年 12月 24日は 21万円、17年７月４日は 27万 6,000円、



同年 12月 27日は 18万円、18年６月 19日は 45万 2,000円、同年 12月 22日

は 19万 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を

社会保険事務所に提出していないことを認めていることから、社会保険事務所

は、申立人に係る平成 15年 12月 22日、16年７月９日、同年 12月 24日、17

年７月４日、同年 12月 27日、18年６月 19日及び同年 12月 22日の標準賞与

額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

次に、申立期間①のうち、厚生年金保険法を適用する平成 20年９月１日か

ら 21年４月 16日までの期間に係る標準報酬月額については、事後訂正前のオ

ンライン記録によると 20 年９月は 22 万円、同年 10 月から 21 年３月までは

32 万円と記録されている。しかし、申立人提出の給与支給明細書及びＡ社提

出の賃金台帳から判断すると、標準報酬月額の決定の基礎となる 20 年４月か

ら同年６月までは標準報酬月額 38 万円に相当する報酬月額が事業主により申

立人へ支払われていたことが認められる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を、平成 20年９月から 21

年３月までは 38万円に訂正することが必要である。



大阪厚生年金 事案 12533 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成14年４月１日から18年４月１日までの期間について、

申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を、14年４月は 32万円、同年５

月から同年７月までは 30 万円、同年８月は 34 万円、同年９月は 28 万円、同

年 10月から同年 12月までは 34万円、15年１月は 28万円、同年２月は 34万

円、同年３月は 28 万円、同年４月から 16年３月までは 34 万円、同年４月及

び同年５月は 28 万円、同年６月から同年８月までは 34 万円、同年９月は 28

万円、同年 10 月から同年 12 月までは 34 万円、17 年１月は 28 万円、同年２

月から 18 年２月までは 34 万円、同年３月は 32 万円に訂正することが必要で

ある。 

また、申立期間のうち、平成 18 年４月１日から 20 年 11 月１日までの期間

について、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録については、事後訂正

の結果、18 年４月から同年８月までは 34 万円、同年９月から 19 年６月まで

は 36万円、同年７月から 20年 10月までは 56万円とされているところ、当該

額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の

基礎となる標準報酬月額は、18年４月から 20年６月までは訂正前の 18万円、

同年７月から同年９月までは訂正前の 28 万円、同年 10 月は訂正前の 36 万円

とされているが、申立人は、当該期間のうち、18 年４月１日から 20 年 10 月

１日について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生

年金特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記

録を、18年４月から同年 12月までは 34万円、19年１月は 32万円、同年２月

から同年８月までは 34 万円、同年９月から 20 年７月までは 36 万円、同年８

月及び同年９月は 34万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（事後訂正前（平成 14年４月から 18年３月までは訂正前）の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

さらに、申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、平成 15 年

７月８日は 57万円、同年 12月 22日は 52万 5,000円、16年７月９日は 37万

8,000 円、同年 12 月 24 日は 34 万 1,000 円、17 年７月４日は 48 万円、同年

12月 27日は 35万円、18年６月 19日は 26万 2,000円、同年 12月 22日は 24

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



加えて、申立期間のうち、平成 20 年 11 月１日から 21 年４月１日までの期

間について、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、事後訂正の結

果、56万円とされているが、当該額は厚生年金保険法第 75条本文の規定に該

当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、20年 11月及び

12 月は訂正前の 36 万円、21 年１月から同年３月までは訂正前の 41 万円とさ

れているが、申立人は、当該期間について、標準報酬月額の決定の基礎となる

20年４月から同年６月までは標準報酬月額 56万円に相当する報酬月額が事業

主により支払われていたと認められることから、当該記録を取り消し、厚生年

金保険法に基づき、申立人の当該期間に係る標準報酬月額の記録を、20 年 11

月から 21年３月までは 56万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14年４月１日から 21年９月１日まで 

             ② 平成 15年７月８日 

③ 平成 15年 12月 22日 

             ④ 平成 16年７月９日 

             ⑤ 平成 16年 12月 24日 

             ⑥ 平成 17年７月４日 

             ⑦ 平成 17年 12月 27日 

             ⑧ 平成 18年６月 19日 

             ⑨ 平成 18年 12月 22日 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、

給与支給明細書の厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額より低く記

録されている（申立期間①）。 

また、Ａ社で支給された賞与から厚生年金保険料が控除されていたにもか

かわらず、標準賞与額の記録が無い（申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦、

⑧及び⑨）。 

給与支給明細書及び賞与支給明細書を提出するので、申立期間の標準報酬

月額及び標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



申立人は、申立期間に係る年金記録の確認を求めているが、あっせんの根

拠となる法律の適用については、特例的に、厚生年金保険の保険料徴収権が時

効により消滅した期間のうち、申立日において保険料徴収権が時効により消滅

していた期間については、厚生年金特例法を、その他の期間については、厚生

年金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、

当委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録

訂正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間のうち、平成 14年４月１日から 20年 11月１日までの期間、15年

７月８日、同年 12月 22日、16年７月９日、同年 12月 24日、17年７月４日、

同年 12月 27日、18年６月 19日及び同年 12月 22日については、本件申立日

において保険料徴収権が時効により消滅していた期間であるから、厚生年金特

例法を、20 年 11 月１日から 21 年９月１日までの期間については、本件申立

日において保険料徴収権が時効により消滅していない期間であるから、厚生年

金保険法を適用する。 

申立人は、申立期間の標準報酬月額（標準賞与額）の相違について申し立

てているが、厚生年金特例法に基づき標準報酬月額（標準賞与額）を改定又は

決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額（賞与額）のそれぞ

れに基づく標準報酬月額（標準賞与額）の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額（標準賞与額）のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①のうち、厚生年金特例法を適用する期間における

申立人の標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書及びＡ社提出

の賃金台帳において確認できる報酬月額及び保険料控除額から、平成 14 年４

月は 32 万円、同年５月から同年７月までは 30 万円、同年８月は 34 万円、同

年９月は 28万円、同年 10月から同年 12月までは 34万円、15年１月は 28万

円、同年２月は 34 万円、同年３月は 28 万円、同年４月から 16年３月までは

34 万円、同年４月及び同年５月は 28 万円、同年６月から同年８月までは 34

万円、同年９月は 28 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 34 万円、17 年１

月は 28万円、同年２月から 18年２月までは 34万円、同年３月は 32万円、同

年４月から同年 12月までは 34万円、19年１月は 32万円、同年２月から同年

８月までは 34 万円、同年９月から 20 年７月までは 36 万円、同年８月及び同

年９月は 34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基

礎届の記載に誤りがあったことを認めている上、申立期間の保険料を徴収する

権利が時効により消滅した後に事業主は申立人に係る標準報酬月額について

訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当時）の記録どおりの届

出が事業主から行われ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬



月額に基づく保険料（事後訂正前（平成 14年４月から 18年３月までは訂正前）

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間①のうち、平成 20 年 10 月について、申立人提出の給与支

給明細書及びＡ社提出の賃金台帳において確認できる保険料控除額に基づく

標準報酬月額は、事後訂正前のオンライン記録の標準報酬月額と同額であるこ

とから、当該期間は厚生年金特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんは行わない。 

また、申立期間②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧及び⑨の標準賞与額について

は、申立人提出の賞与支給明細書及びＡ社提出の賃金台帳において確認できる

賞与額及び保険料控除額から、平成 15 年７月８日は 57 万円、同年 12 月 22

日は 52万 5,000円、16年７月９日は 37万 8,000円、同年 12月 24日は 34万

1,000円、17年７月４日は 48万円、同年 12 月 27日は 35万円、18年６月 19

日は 26万 2,000円、同年 12月 22日は 24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を

社会保険事務所に提出していないことを認めていることから、社会保険事務所

は、申立人に係る平成 15年７月８日、同年 12月 22日、16年７月９日、同年

12 月 24 日、17 年７月４日、同年 12 月 27 日、18 年６月 19 日及び同年 12 月

22 日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

次に、申立期間①のうち、厚生年金保険法を適用する平成 20 年 11 月１日

から 21 年４月１日までの期間に係る標準報酬月額については、事後訂正前の

オンライン記録によると 20 年 11 月及び同年 12 月は 36 万円、21 年１月から

同年３月までは 41 万円と記録されている。しかし、申立人提出の給与支給明

細書及びＡ社提出の賃金台帳から判断すると、標準報酬月額の決定の基礎とな

る20年４月から同年６月までは標準報酬月額56万円に相当する報酬月額が事

業主により申立人へ支払われていたことが認められる。 

したがって、申立人のＡ社における標準報酬月額を、平成 20 年 11 月から

21年３月までは 56万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間①のうち、厚生年金保険法を適用する平成 21年４月１日か

ら同年９月１日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人提出の給与

支給明細書及びＡ社提出の賃金台帳から当該期間の標準報酬月額の改定の基

礎となる同年１月から同年３月までは標準報酬月額 41 万円に相当する報酬月

額が事業主により申立人へ支払われていたことが認められるが、事後訂正前の

オンライン記録の標準報酬月額 41 万円と同額であることから、あっせんは行

わない。



大阪厚生年金 事案 12534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成 10 年９月か

ら 15年３月までは 30万円、同年４月は 34万円、同年５月は 36万円、同年６

月は 34万円、同年７月は 36万円、同年８月は 38万円、同年９月は 36万円、

同年10月から16年３月までは38万円、同年４月から同年６月までは36万円、

同年７月は 34万円、同年８月は 36万円、同年９月は 38万円、同年 10月から

17年３月までは 36万円、同年４月から 19年３月までは 34万円、同年４月は

32 万円、同年５月から同年８月までは 34 万円、同年９月から 20 年３月まで

は 32万円、同年４月から 21年３月までは 26万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、平成 10年９月から 21年３月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 10年９月１日から 21年４月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社に在籍していた申立期間に係る標準報酬月額

が、実際の厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額より低く記録されて

いる。 

申立期間の給料支払明細書を所持しているので、当該明細書に記載された

保険料控除額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、申立期間のうち、平成 10年９月１日から 12年３月１日までの

期間及び同年４月１日から 21 年４月１日までの期間に係る標準報酬月額につ

いては、申立人提出の給料支払明細書において確認できる報酬月額及び保険料

控除額から、10 年９月から 12 年２月までの期間及び同年４月から 15 年３月

までの期間は 30万円、同年４月は 34万円、同年５月は 36万円、同年６月は

34万円、同年７月は 36万円、同年８月は 38万円、同年９月は 36万円、同年

10月から 16年３月までは 38万円、同年４月から同年６月までは 36万円、同

年７月は 34 万円、同年８月は 36 万円、同年９月は 38 万円、同年 10 月から

17年３月までは 36万円、同年４月から 19年３月までは 34万円、同年４月は

32 万円、同年５月から同年８月までは 34 万円、同年９月から 20 年３月まで

は 32万円、同年４月から 21年３月までは 26万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成 12 年３月１日から同年４月１日までの期間に

係る標準報酬月額については、給料支払明細書等の報酬月額及び保険料控除額

を確認できる資料は無いものの、その前後の期間の同明細書から推認できる報

酬月額及び保険料控除額から、同年３月は 30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、「当時の資料は残存していないが、申立期間当時の標準報酬月

額を実際の給料より低い額で届け出た。」旨回答している上、給料支払明細書

において確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録に

おける標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、保険

料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 61 年８月か

ら 63年１月までは 24万円、同年２月は 28万円、同年３月は 26万円、同年４

月から平成元年３月までは 28万円、同年４月から同年 12月までは 26万円、

２年１月から３年５月までは 22万円、同年６月は 24万円、同年７月から同年

11月までは 30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年８月１日から平成３年 12月 20日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、給与から控除されていた厚生年金

保険料に基づく標準報酬月額よりも低く記録されていることが分かったの

で、当該期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているところ、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出したＡ社で

の厚生年金保険被保険者期間の全期間（昭和 57 年５月 11 日から平成３年 12

月 20 日まで）に係る給与明細書の内訳を転記したノート（以下「給与明細ノ

ート」という。）において確認できる申立期間に係る保険料控除額から、昭和

61 年８月から 63 年１月までは 24 万円、同年２月は 28 万円、同年３月は 26



万円、同年４月から平成元年３月までは 28万円、同年４月から同年 12月まで

は 26万円、２年１月から３年５月までは 22万円、同年６月は 24万円、同年

７月から同年 11月までは 30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、申立人提出の給与明細ノートにおいて確認できる

保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が、申立

期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に見

合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 12536 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、53 万円であ

ったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年１月１日から６年６月 16日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準

報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録されているので、当該期間の

標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の平成５年１月から同年９月までの標準報

酬月額は、当初、53万円と記録されていたが、同年９月 24日付けで、同年１

月１日に遡って 30 万円に引き下げられていることが確認できる上、当該遡及

訂正処理を行った日以降の最初の定時決定（平成５年 10 月１日）で申立人の

標準報酬月額は 30 万円と記録されているものの、当該定時決定については、

当初、同年９月６日に 53 万円と記録されていたところ、上記の遡及訂正処理

を行った同年９月 24日と同日付けで当該定時決定の記録を取り消し、30万円

に減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る商業登記簿謄本から、申立期間当時に取締役であったこと

が確認できる二人は、「申立期間当時のＡ社の経営状況は厳しかった。」旨陳

述している上、うち一人は、「申立期間当時のＡ社は、厚生年金保険料を滞納

していた。」旨陳述しているところ、オンライン記録から、同社の元代表取締

役及び前述の元取締役のうちの一人の標準報酬月額の記録についても、申立人

と同様の減額訂正処理が行われていることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本から、申立人は、同社の申立期間当時の

取締役であったことが確認できるものの、前述の元取締役二人は、「申立期間

に係る標準報酬月額の減額については、ワンマン経営をしていた事業主が独断



で行ったことであり、申立人は、当該減額訂正のことを何も知らされていなか

ったし、知る立場にはなかった。」、「Ｂ職であった申立人は、Ａ社の経営状

況を知り得る立場にはあったが、社会保険の手続等には関与していなかったと

思う。」旨陳述している。 

これらを総合的に判断すると、平成５年９月 24 日付けで行われた申立人の

標準報酬月額に係る減額訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立期間

において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないこと

から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事

務所に当初届け出た 53万円に訂正することが必要であると認められる。



大阪厚生年金 事案 12537 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、32 万円であ

ったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成元年４月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社Ｂ営業所に勤務した期間のうち、申立期間に

係る標準報酬月額が、実際に支給されていた給与額よりも低く記録されてい

るので、当該期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ営業所が加入していたＣ厚生年金基金提出の加入員台帳から、申立人

の申立期間における標準報酬月額は 32万円であることが確認できる。 

また、Ｃ厚生年金基金は、「申立期間当時のＡ社Ｂ営業所が使用していた当

基金への届出書は、厚生年金保険との複写式の様式であった。」旨回答してい

る上、Ａ社の元事業主及び社会保険事務を担当していたとする者は、「厚生年

金保険及び厚生年金基金の標準報酬月額を相違する額で届け出ていたことは

考え難い。」旨陳述している。 

さらに、申立人が所持する申立期間のうちの昭和 63年 11月分給与支給明細

書において確認できる厚生年金保険料控除額に基づく標準報酬月額は、32 万

円であることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬

月額は、32 万円であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を訂正することが必要である。



大阪厚生年金 事案 12538 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に係る記録を 50 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20年 12月 23日 

年金事務所の記録では、申立期間の標準賞与額が厚生年金保険の給付額に

反映しない記録となっているので、当該期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与明細書から、申立人は、平成 20 年 12 月 23 日に支給され

た賞与において、50 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事

務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る平成 20 年 12 月 23 日の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 12539 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 24 年４月

１日、資格喪失日は 25 年５月２日であったと認められることから、申立人に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年３月 21日から 26年５月まで 

昭和 24年３月 21日から 26年５月までＢ市某所に所在していたＡ社に勤

務していたが、厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、同

社における加入記録が無いとの回答をもらった。同社で一緒に勤務していた

妻には加入記録が有るので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 24年４月１日から 25年５月２日までの期間につい

て、申立人は、Ａ社の所在地及び業務内容を具体的に陳述している上、同社

の本社であるＣ社において申立期間当時に被保険者記録の有る同僚は、「昭

和 25 年の春又は夏頃に、本社がＤ市からＢ市に移転し、私はその１か月な

いし２か月後に退職した。移転先にＥ業務の事務をしていた、Ｆ姓の男性が

いたことを記憶している。」旨回答していることから判断して、申立人が、

当該期間にＡ社に勤務していたことが推認される。 

また、申立人が勤務していたとするＢ市のＡ社に係る申立期間当時の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿は無く、現存する被保険者名簿の適用欄には

「33.11.10 附復活」との記載が有るところ、適用事業所記号簿を見ると、

同社が適用事業所となった年月日は、申立期間より後の昭和 33年 11月１日

と記されている。しかし、厚生年金保険被保険者台帳を調査したところ、21

人（申立人が名前を挙げた同僚及び申立人の妻を含む。）が、24年４月１日



にＤ市のＣ社における被保険者資格を喪失後、同年４月１日又は同年４月

11 日にＢ市のＡ社における被保険者資格を再取得していることが確認でき

る上、このうちの１人の健康保険整理番号は１番であることから、同市のＡ

社は、同年４月１日には、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所として

の要件を満たしていたものと推認される。 

さらに、Ａ社に係る上記の被保険者 21 人のうち、４人の厚生年金保険被

保険者台帳には、「Ｇ名簿不明」など、同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿が紛失している旨の記載が確認できる。 

加えて、日本年金機構は、「当該適用事業所記号簿以外にＢ市のＡ社の新

規適用年月日が記載されている資料は無く、当該現存する健康保険厚生年金

保険被保険者名簿以前の被保険者名簿が無い理由についても不明である。」

としている。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いこと

の原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による健康保険厚生年金保険被

保険者名簿への記入漏れ、被保険者名簿の紛失等の可能性が考えられるが、

申立期間から半世紀以上も経た今日において、保険者も被保険者名簿の完全

な復元をなし得ない状況の下で、申立人及び事業主にその原因がいずれにあ

るのかの特定を行わせることは不可能を強いるものであり、同人らにこれに

よる不利益を負担させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件をみるに、申立人が申立期間中の昭和 24 年４月１日

から 25 年５月２日までの期間について、Ａ社に継続して勤務した事実が推

認できること、申立てに係る厚生年金保険の記録は、事業主がその届出を行

った後に紛失した可能性が相当高いと認められる一方で、この推認を妨げる

特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を総合して考慮すると、申立人の

同社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は 24 年４月１日、資格喪

失日は、上記の同僚の陳述及び下記の申立人の陳述から 25 年５月２日とす

ることが妥当であると判断する。 

    また、当該期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部

を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円

とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち、昭和 24年３月 21日から同年４月１日までの期間につい

て、Ａ社は、前述のとおり、同年４月１日に厚生年金保険の適用事業所にな

ったものと推認されることから、厚生年金保険の適用事業所ではなかったも

のと考えられる上、同社の本社であったＤ市に所在するＣ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿を見ても、申立人の氏名の記載は見当たらず、ま

た、当該被保険者名簿の健康保険整理番号に欠番は無い。 

さらに、申立期間のうち、昭和 25年５月２日から 26年５月までの期間に

ついて、申立人は、「昭和 26年６月から郷里のＨ社で職に就くことになった



ので、同年５月初めにＡ社を退職した。また、それと同時に結婚することに

なり、Ｉ県で結婚式を挙げたのは同年５月＊日だった。」旨陳述しているが、

ⅰ）Ｊ組織からの回答によると、申立人のＨ社での勤務期間は、25 年５月

31日から 27年１月 21日までであることが確認できること、ⅱ）申立人は、

「Ｋ職として勤務していた時に、Ｌ台風と遭遇した。」旨陳述しているとこ

ろ、気象庁の記録によれば、Ｌ台風は 25 年９月＊日に来ていることから、

申立人のＫ職としての勤務開始及び挙式に関する記憶が、１年間前後してい

る可能性が考えられる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12540 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立

期間に係る標準賞与額の記録を、平成 18年 12月 29日は５万円、19年８月 30

日は 20万円、20年１月 31日は 22万円、同年９月 12日は 20万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 56年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年 12月 29日 

             ② 平成 19年８月 30日 

             ③ 平成 20年１月 31日 

             ④ 平成 20年９月 12日 

       Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額

の記録が無いことが判明した。同社は年金事務所に事後訂正の届出を行った

が、申立期間は給付に反映されない記録となっている。賞与明細書を提出す

るので、給付される記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人提出の賞与明細書により、申立人は申立期間において、賞与の支払を

受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賞与明細書において確認できる保

険料控除額及び賞与額から、平成 18 年 12 月 29 日は５万円、19 年８月 30 日

は 20万円、20年１月 31日は 22万円、同年９月 12日は 20万円とすることが



妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所（当時）は申立人に係る平成 18年 12 月 29日、19年８月 30日、20年１

月31日及び同年９月12日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。



大阪厚生年金 事案 12541 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成３年６月１日から10年10月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を、３年６月から４年９月までは 28万円、同年 10月から５年９月

までは 30万円、同年 10月から６年７月までは 32万円、同年８月から７年７

月までは 38万円、同年８月から 10年９月までは 44万円に訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年６月１日から 13年 12月５日まで 

             ② 平成 14年４月１日から 17年７月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①及び②の標準報酬月額が、実際の給与より

低く、９万 8,000円となっているので、正しい標準報酬月額に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録によると、申立期間①のうち、平成５年 10 月１日から６

年８月１日までの期間に係る申立人の標準報酬月額は､同年４月 27 日付け

で、遡って 32万円から 28万円に減額訂正されている。 

その後、上記期間を含む平成３年６月１日から 10年 10月１日までの期間

に係る申立人の標準報酬月額については、３年６月から４年９月までは 28

万円、同年 10月から５年９月までは 30万円、同年 10月から６年７月まで

は上記のとおり 28万円、同年８月から７年７月までは 38万円、同年８月か

ら 10年９月までは 44万円と記録されていたところ、同年５月 28日付けで、

３年６月１日に遡って、９万 8,000円に減額訂正されていることが確認でき

る。 

また、申立人は、「当時は経営状態が厳しかった。」旨陳述している上、上

記の遡及訂正は、５回の定時決定（平成３年 10月、４年 10月、５年 10月、



８年 10月及び９年 10月）及び２回の随時改定（平成６年８月及び７年８月）

を超えて行われており、不自然な処理となっている。 

さらに、Ａ社における被保険者のうち、事業主についても、平成 10年５

月 11日付けで、３年６月１日に遡って標準報酬月額が減額訂正されている

ことが確認できる。 

加えて、Ａ社に係るオンライン記録では、同僚一人についても、平成 10

年５月 28日付けで、資格取得時（平成８年 10月１日）に遡って標準報酬月

額が減額訂正されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、平成６年４月 27 日付け及び 10 年５月 28

日付けで行われた遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、また、社

会保険事務所が行った当該遡及減額訂正処理に合理的な理由はなく、有効な

記録訂正があったとは認められないことから、申立人の当該期間に係る標準

報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額

の記録から、３年６月から４年９月までは 28万円、同年 10月から５年９月

までは 30万円、同年 10月から６年７月までは 32万円、同年８月から７年

７月までは 38万円、同年８月から 10年９月までは 44万円に訂正すること

が必要である。 

一方、申立期間①のうち、平成 10年 10月１日から 13年 12月５日までの

期間について、上記遡及訂正処理を行った以降の最初の定時決定（平成 10

年 10月１日）において、申立人の標準報酬月額は９万 8,000円と記録され

ているところ、当該処理については遡及訂正処理との直接的な関係をうかが

わせる事情は見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとまでは

言えない。 

また、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の資料も保存しておらず、当

該期間の給与支給額及び保険料控除額は不明である。」旨陳述しており、当

該期間の給与支給額及び保険料控除額を確認できない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②について、申立人は、「申立期間当時の給与は銀行振込と現金

での支給となっており、給与明細書の金額が下がったことはない。」旨主張

している。 

しかしながら、申立人提出の預金通帳の写しを見ると、申立期間②のうち、

平成 16年９月１日から 17年７月１日までの期間については、申立人主張の

とおり、オンライン記録を上回る額がＡ社から毎月振り込まれていることが



確認できるものの、申立人は給与明細書等の保険料控除を確認できる資料を

保有しておらず、申立期間における申立人の保険料控除額を判断することが

できない。 

また、Ａ社は、「申立期間当時の賃金台帳等の資料も保存しておらず、当

該期間の給与支給額及び保険料控除額は不明である。」旨陳述しており、当

該期間の給与支給額及び保険料控除額を確認できない。 

さらに、Ａ社に係るオンライン記録から、申立期間に被保険者記録の有る

複数の同僚に事情照会し、回答を得られたものの、当時の給与明細書等の資

料は保存していないことから、当該期間の給与支給額及び保険料控除額を確

認できない。 

このほか、申立期間②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。



大阪厚生年金 事案 12542 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所(当時)に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額の記録を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年 10月１日から 63年 10月１日まで 

       年金事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社における申

立期間の標準報酬月額が 38 万円から 15 万円に減額されているが、私には、

申立期間に給与が 15 万円に減額された記憶はないので、記録を調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の申立期間

に係る標準報酬月額は、15 万円と記録されているところ、同社が加入してい

たＢ健康保険組合及びＣ厚生年金基金における申立人の加入員記録によると、

申立期間の標準報酬月額は 38万円であることが確認できる。 

   また、Ａ社で社会保険委員をしていた同僚は、「申立期間当時、健康保険組

合、厚生年金基金及び社会保険事務所に提出する健康保険厚生年金保険被保険

者報酬月額算定基礎届は、カーボン用紙の複写式の届出書を使用していた。」

旨回答している上、Ｃ厚生年金基金及びＢ健康保険組合は、いずれも、「申立

期間当時、Ａ社における算定基礎届の届出書は、カーボン用紙の複写式の届出

書を使用していたと思われる。」旨回答している。 

   これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準報酬

月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立

人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 38 万円に訂正することが必要であ

る。



大阪厚生年金 事案 12543 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が昭和 46年２月 16日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得し、同年４月２日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被

保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、３万 3,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

        基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

     

  ２  申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 46年２月 16日から同年４月２日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間の厚生

年金保険の加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間は、Ｂ厚生年金基金（現在は、Ｃ企業年金基金）に加入している

のに、当該期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いのはおかしい。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

企業年金連合会から提出された厚生年金基金加入員台帳及び中脱記録照会

（回答）並びにＣ健康保険組合（申立期間当時の名称は、Ｄ健康保険組合）か

ら提出された被保険者名簿により、申立人は、申立期間にＡ社に勤務していた

ことが認められる。 

一方、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者記録は見当たらないと

ころ、上述の厚生年金基金加入員台帳及び中脱記録照会（回答）並びにＣ健康

保険組合の被保険者名簿によると、申立人は、昭和 46年２月 16日に資格を取

得し、同年４月２日に資格を喪失したと記録されている。 

また、Ａ社の承継先であるＥ社及びＣ健康保険組合は、「申立期間当時の社

会保険事務所、厚生年金基金及び健康保険組合に対する被保険者資格の得喪の

届出については、複写式の届出様式を使用していた。」旨回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 46年２月 16日に厚

生年金保険の被保険者資格を取得し、同年４月２日に被保険者資格を喪失した

旨の届出を社会保険事務所に対して行ったものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金基金の加

入員記録から、３万 3,000円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 12544 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額の記録を、47万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

 住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  平成２年８月１日から３年 10月１日まで 

 Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者記録のうち、申立

期間の標準報酬月額が大幅に減額している。申立期間に休職したこともなく、

減給された記憶もないので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係るオンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額

は、17 万円と記録されているところ、当時、申立人が加入していたＣ厚生年

金基金の記録を引き継いだ企業年金連合会及びＤ健康保険組合においては、い

ずれも 47万円と記録されていることが確認できる。 

また、Ｂ社提出の厚生年金基金加入員標準給与改定通知書及び社会保険被保

険者台帳によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は 47 万円となって

いる上、同社は、「申立期間当時、健康保険、厚生年金保険及び厚生年金基金

に係る各種届出様式については、複写式を使用していた。」旨回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、事

業主は、申立人の申立期間における標準報酬月額について、申立人が主張する

標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったことが認められる

ことから、申立期間の標準報酬月額を 47万円に訂正することが必要である。



大阪厚生年金 事案 12545 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 20 年９月 12 日、資格喪失日は 21

年４月１日であると認められることから、申立人に係る船員保険被保険者資格

の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、100円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年９月 12日から 21年４月１日まで 

ねんきん特別便により、申立期間の船員保険の加入記録が無いことが分か

った。申立期間は、Ａ社所有のＢ船にＣ業務従事者として乗っていたので、

船員保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生労働省が保管する申立人に係る軍属船員帰還者名簿を見ると、申立人は、

Ａ社所有のＢ船にＣ業務従事者として乗り（乗船時期は不明）、昭和 22年８月

22日に内地に帰還していることが確認できる。 

また、申立人は、昭和 20 年８月頃に武装解除の調印式があり、その直後に

Ｂ船に乗ったとしているところ、関連資料を見ると、軍隊が同年９月 12 日に

降伏したとの記録が有る。 

これらの記録及び申立人の詳細かつ具体的な陳述から判断すると、申立人が

申立期間にＡ社所有のＢ船にＣ業務従事者として乗っていたことが推認でき

る。 

一方、オンライン記録によれば、申立人は、昭和 21 年４月１日にＤ社にお

いて船員保険の被保険者資格を取得しているが、申立人に係る船員保険被保険

者台帳（旧台帳）を見ると、申立人の同社における資格取得日欄は空欄であり、

標準報酬月額に係る変更年月日欄に「21.4.1」の記載が確認できる。 

また、Ｄ社に係る船員保険被保険者名簿において、申立人と同年代で同職種

の船員として被保険者記録が確認できる者の旧台帳を見ると、資格取得日は昭

和 21 年１月 26 日であるが、申立人と同様に標準報酬の変更年月日欄に



「21.4.1」の記載が有り、標準報酬等級が変更されていることが確認できる。 

これらのことから、申立人のＤ社における船員保険の資格取得日の記録は、

標準報酬月額の改訂日から記録されたことがうかがえること、及び申立人は、

当該資格取得日として記録されている日より以前から船員保険の被保険者で

あったと考えられることから、申立人に係る船員保険の被保険者記録が適正に

管理されていたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における船員保険被保険者の資

格取得日は昭和 20年９月 12日、資格喪失日は 21年４月１日であると認めら

れる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、同年代で同職種の元従業員の記

録から、100円とすることが妥当である。



大阪厚生年金 事案 12546 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間について、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成６年４月１日

であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成６年３月の標準報酬月額については、28 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年３月 31日から同年４月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、

同社からＢ社に転籍した時期であり、Ａ社に継続して勤務していたので、厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人、複数の元従業員及びＡ社の元事業主の陳述から判断して、申立人が

申立期間も同社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、オンライン記録を見ると、申立人を含む 29人の元従業員については、

Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった平成６年３月 31 日以後の同

年５月９日に、一律に遡及して同年３月 31 日を資格喪失日とする処理が行わ

れた事跡が認められる。 

さらに、Ａ社の元事業主が、「申立期間当時は、Ａ社が経営難を理由に他事

業所へ営業権の譲渡を行った時期に当たる。」と陳述していることに加え、オ

ンライン記録からは申立人を含む複数の元従業員について、申立期間の直前期

間に係る標準報酬月額の遡及減額処理が行われていることが確認できること

から、申立期間当時、同社に厚生年金保険料等の滞納があったことがうかがえ

る。 

なお、商業登記の記録によれば、申立人は、申立期間当時、Ａ社の役員では

なかったことが確認できる。 



加えて、上記遡及処理前の記録から、申立期間において、Ａ社が適用事業所

としての要件を満たしていたと認められることから、当該適用事業所ではなく

なったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成６年３月 31 日にＡ社

における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理

由はなく、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、

申立人の同社における資格喪失日は、同年４月１日であると認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

６年２月のオンライン記録から、28万円とすることが妥当である。



大阪厚生年金  事案 12547 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 22万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 15年１月１日から同年 10月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申

立期間の標準報酬月額が、実際に支給された給与額よりも低く記録されてい

ることが分かった。給与明細を提出するので、標準報酬月額の記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与明細から、申立人は、申立期間において 22 万円の標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明であると回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が、申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金  事案 12548 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年３月 11 日から同年９月 21日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年３月

11日に、資格喪失日に係る記録を同年９月 21日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を、19万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 52年３月から同年 11月３日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社では、私が以前勤めてい

た事業所での上司が事業主となっており、同人に請われてＡ社に入社した。

同社には、厚生年金保険、健康保険及び雇用保険に加入する約束で入社した

ので、同社が倒産した際には、給料の未払金を失業保険から一時金としても

らったこともあることから、厚生年金保険にも加入していたはずである。申

立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録（昭和 52年３月 11日から同年 11月２日まで）等から、

申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間に被

保険者記録の有る元従業員に照会し、５人から回答を得たところ、当該５人か

らは、申立期間中に勤務していた者として、申立人と当該５人を含め 10 人の

名前が挙げられたが、同被保険者名簿によると、申立人以外の全員に厚生年金

保険の加入記録が確認できることから、申立期間当時、同社では、ほぼ全ての

従業員を厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

一方、申立人は、「Ａ社では、申立期間の終わり頃に賃金未払の期間があっ



たため、同僚と一緒に未払賃金の立替払いの手続を行った。」と陳述しており、

複数の同僚も、未払賃金の立替払いの手続を行ったと陳述していることから、

申立人に対し、賃金の支払の確保等に関する法律に基づき、企業の倒産等によ

り賃金が支払われないまま退職した労働者に対し、未払賃金の一部を国が立替

払いする制度が適用されたと推認できる。さらに、申立人と複数の同僚の陳述

から、当該未払賃金の立替払いの対象期間は、申立期間のうち、昭和 52 年９

月 21日から同年 11月３日（Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった

日）までであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年３月

11日から同年９月 21日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同年代で、同種の業務

に従事していたとする同僚のＡ社におけるオンライン記録及び申立人に係る

雇用保険の離職時賃金日額から、19万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は昭和 52年 11月３日に適用事業所ではなくなっており、確認することはでき

ないが、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番が

見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われ

たとは考えられない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が

提出された場合には、その後、被保険者報酬月額算定基礎届及び被保険者資格

喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保

険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険

事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る同年３月から同年８月までの保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 52 年９月 21 日から同年 11 月３日までの期間

について、上記のとおり、当該期間は未払賃金の立替払いの対象期間となって

いたものと考えられる上、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を、自ら

社会保険事務所に納付した記憶はないとしている。 

このほか、申立人の当該期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 12549 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間についてその主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立期

間の標準賞与額に係る記録を 127万 9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 16年６月 18日 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間に支給された賞与の記録が無いことが分かった。賞与

明細により、賞与の支給及び厚生年金保険料の控除が確認できるので、申立

期間の標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ社提出の賞与明細から、申立人が、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これに基

づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定すること

となる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、前述の賞与明細の賞与支給

額から、127万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらな

いことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金  事案 12550 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所における資格喪失日は昭和 21 年４

月１日、同社Ｄ営業所における資格取得日は同年４月１日、資格喪失日は 22

年４月 16 日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者資

格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 20年４月から 21年３月ま

では 50円、同年４月から 22年３月までは 180円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 20年４月 25日から 22年４月 16日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、

昭和 15 年頃から退職した 22 年４月 15 日まで継続して勤務していたので、

申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の回答及び人事記録から、申立人が申立期間もＡ社に継続して勤務（昭

和 20 年４月９日にＡ社Ｃ営業所から同社Ｅ営業所に異動、同年８月１日に同

社Ｅ営業所から同社Ｄ営業所に異動）していたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「Ａ社では、昭和 19 年６月当時、団体郵便年金に国内在籍

者全員が加入しており、社会保険事務所（当時）に適用除外申請を行った。」

としており、申立期間直前に加入記録の有るＡ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿を見ると、申立人に係る備考欄に「郵」の押印があるこ

とから、申立人は入社時から、団体郵便年金の被保険者であったと考えられる。 

さらに、前述の人事記録によると、申立人は、昭和 22年４月 15日にＡ社

Ｄ営業所を退職しているところ、Ｂ社は、同年９月１日以前に退社する従業員

の団体郵便年金の取扱いについて、「従業員が昭和 22年９月以前に退社する場

合は、団体郵便年金証書を各人に渡し、団体郵便年金を解約するかどうかは、

各人の選択にゆだねていたと思われる。」としており、加えて、社会保険庁（当



時）の資料には、「過去の適用除外を受けていた期間については、本人の申請

により、その掛金を本法に引き継ぎ被保険者期間として認める扱いとした。」

との記載がある。 

また、団体郵便年金に加入している場合には、厚生年金保険法の前身であ

る労働者年金保険法の制定時から、「団体郵便年金掛金の労働者年金保険への

移管」、「団体郵便年金加入者に対する労働者年金保険の適用除外」、及び「団

体郵便年金加入者に対する労働者年金保険に適用されるに至った場合におけ

る被保険者期間の加算」という三つの調整が行われており、社会保険庁の資料

には、『団体郵便年金加入期間の取扱い』（昭和 46年８月 27日施行伺い定め）

として、「旧台帳に団体郵便年金加入の表示がある場合は次により被保険者期

間と認めることとする。」、｢取得年月日は、旧台帳に記入されている取得年月

日とする。｣、「旧台帳に(取得年月日が)記入されていない場合は、その台帳記

号番号の前後の台帳等から判断する。」及び「喪失年月日は、昭和 22年９月１

日を限度とし、本人の職歴に基づくものとする」との記述が確認できる。 

一方、オンライン記録において、異動先のＡ社Ｅ営業所が厚生年金保険の

適用事業所となった日は昭和 21 年４月１日であることから、同社Ｅ営業所が

適用事業所となるまでの期間は、申立人は、同社Ｃ営業所で厚生年金保険が適

用されるべきであったと考えられる。また、同社Ｄ営業所が適用事業所となっ

た日は不明であるものの、同社Ｄ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿における最初の被保険者の資格取得日は同年４月１日であることが確認

でき、同日において同社Ｄ営業所は適用事業所として扱われていたものと考え

られることから、申立人は、同日以降の期間は、同社Ｄ営業所における被保険

者であったとすることが妥当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人のＡ社Ｃ営業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は昭和 21

年４月１日、同社Ｄ営業所における資格取得日は同年４月１日、資格喪失日は

22年４月 16日であると認められる 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ営業所におけ

る昭和 20 年３月の社会保険事務所の記録及び申立人と同様に同社Ｅ営業所か

ら同社Ｄ営業所へ異動した元従業員の 21 年４月の社会保険事務所の記録から、

20年４月から 21年３月までは 50円、同年４月から 22年３月までは 180円と

することが妥当である。



大阪厚生年金 事案 12551 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、３万 9,000円に訂

正することが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年 10月１日から 42年７月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、同社作成の社会保険台帳に記録さ

れている標準報酬月額よりも低く記録されていることが分かった。申立期間

の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の社会保険台帳を見ると、申立人の申立期間における標準報酬月額

は、３万 9,000円と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ社は、「申立人の申立期間における厚生年金保険料は、当該社会保

険台帳に記載された３万 9,000 円の標準報酬月額に基づき控除した。」として

いる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間において、３万 9,000円の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たものと認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、社会保険台帳に記載されてあるとおりの標準報酬月額を届け出て、これ

に基づく厚生年金保険料を納付していた旨回答しているものの、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金  事案 12552 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成３年１月１日から４年 10月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張す

る標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を、36万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成４年 10 月１日から５年８月１日までの期間に

係る標準報酬月額の記録については、36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成３年１月１日から４年 10月１日まで 

             ② 平成４年 10月１日から５年８月１日まで 

「厚生年金加入記録のお知らせ」により、Ａ社に勤務した期間のうち、申

立期間の標準報酬月額が、実際に支給された給与額よりも低く記録されてい

ることが分かった。申立期間①の報酬は 36 万円、申立期間②の報酬は 38

万円であったので、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録において、申立人のＡ社における標

準報酬月額は、当初、36万円と記録されていたところ、平成４年４月 14日付

けで、３年１月１日に遡って 15万円に引き下げられていることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、申立期間のＡ社における厚生年金保険被保

険者 14 人全員の標準報酬月額についても、申立人と同日付けの処理で、申立

人を含む 10人については、平成３年 10月の定時決定を取り消した上で同年１

月１日まで、２年 11 月１日以降に資格を取得している４人については、各人

の資格取得日まで、遡及して引き下げられていることが確認できる。 

さらに、申立人は、Ａ社は申立期間当時から業績不振が続いていたと陳述し



ているところ、Ｂ年金事務所提出の同社に係る債権管理リストからは、同社が

申立期間後に厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成７年３月２

日）直前の３か月に係る保険料を滞納し、当該滞納保険料については、平成

13年に不納欠損処理されていることが確認できる。 

加えて、申立人と同様に標準報酬月額が引き下げられている元従業員提出の

給与明細書からは、申立期間の前後を通じて、実際の給与支給額及び保険料控

除額に大幅な変動は見られないことから、前述の減額処理が事実に即したもの

であったとは考え難い。 

これらの事実を総合的に判断すると、申立人について、平成３年１月１日に

遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は見当たらず、当該減額処

理に係る有効な記録の訂正があったとは認められない。したがって、当該期間

に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 36

万円に訂正することが必要である。 

一方、申立期間②については、上記遡及訂正処理後の時期に当たり、当該期

間に係る標準報酬月額については、定時決定により 15 万円と記録されている

ところ、当該決定について遡及訂正処理をうかがわせる事情は見当たらず、社

会保険事務所の処理に特段の不自然さは見当たらない。 

しかし、当該期間に係る標準報酬月額について、上記元従業員提出の給料支

払明細書及び同人のオンライン記録を見ると、当該給料支払明細書から確認で

きる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、前述の減額処理前に記録

されていた同人の申立期間①の標準報酬月額と同額であり、オンライン記録に

は大幅に低い額が記録されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人についても、申立期間②において、前

述の減額処理前に記録されていた標準報酬月額と同額の標準報酬月額（36 万

円）に基づく厚生年金保険料が、事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、事業主の所在

も確認できないため不明であり、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

 



大阪国民年金 事案 6059 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年３月から 58年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月から 58年９月まで 

私は資格取得の要件を満たせば、国民年金に加入して国民年金保険料を納

付することは義務であると考えていたので、母が私の国民年金の加入手続を

行い、それまで納付していた両親の保険料と私の３人分の保険料を一緒に納

付してくれていたと思う。 

両親は、それぞれ満額の年金を受給していたのに、母が私の申立期間の国

民年金保険料だけを納付しないことは考えられない。 

申立期間が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が資格取得の要件を満たした昭和

50 年＊月に払い出されていることから、申立期間の国民年金保険料は、申立

人の両親と一緒に納付することは可能である。 

しかしながら、申立人の特殊台帳を見ると、昭和 52年度及び 55年度並びに

57年度から 59年度までの期間において、前年度の未納保険料に対して社会保

険事務所(当時)が納付催告を行ったことが記録されている上、昭和 60 年 11

月に、その時点で２年の時効成立直前の 58 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料を遡って過年度納付していることが確認できる。この場合、当該過

年度納付が行われた時点において、申立期間の保険料は、制度上、時効により

納付できなかったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金保険料を納付してくれていたとする申立人の母親及

び父親の特殊台帳を見ると、申立期間のうち、一部の期間は、みなし免除期間

であるなど、申立期間の保険料を一緒に納付していたことがうかがえないほか、

申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、その両親は既に亡くなってい



ることから、納付をめぐる当時の事情等は不明である。 

さらに、申立期間は８年間以上に及び、これほどの長期間にわたり、申立人

の納付記録のみが連続して欠落することは考え難い上、その母親が申立期間の

国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告

書控え等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6060 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年４月から 49年３月までの期間及び 50年４月から 55年７

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 49年３月まで 

             ② 昭和 50年４月から 55年７月まで 

私は、昭和 47 年４月に転居したＡ市では、同市役所で年金等の相談はし

たが、国民年金には加入せず、現在所持する国民年金手帳を見ると、その後

に転居したＢ市で 49 年７月２日に発行されていることから、この時に加入

手続を行ったように思う。 

Ｂ市へ転居した昭和 49年当初は、収入が不安定で生活が苦しかったので、

１年間だけ国民年金保険料の納付を免除してもらったが、年末頃から仕事が

入るようになり、翌年からは、自宅に来ていた女性集金人に国民健康保険料

と一緒に国民年金保険料を納付し、その１年後ぐらいから銀行の口座振替に

より納付するようになったのに、申立期間②が未納とされていることは納得

できない。 

また、申立期間①については、国民年金に加入後、国民年金保険料を遡っ

て納付できることを役所で聞いたような記憶があるので、免除期間中に納付

したような気がする。多分、そんなに大金ではなく、納付することもできた

ように思うので、納付記録がないかよく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出時期及び

申立人が所持する国民年金手帳の発行日から、申立内容のとおり、昭和 49 年

７月頃に加入手続が行われたものと推定され、申立期間①及び②に挟まれた同

年４月から 50 年３月までの期間が国民年金保険料の免除期間となっているこ

とが、申立人の特殊台帳及びオンライン記録により確認できる。この場合、当



該加入手続が行われた時点において、申立期間①の保険料は、別途社会保険事

務所(当時)が発行する国庫金納付書を使用して納付することとなる過年度保

険料であるが、申立人は、役所で保険料を遡って納付できることを聞いた記憶

があることなどをもって納付の可能性を示唆しているものの、その納付方法及

び納付金額について、申立人から具体的な陳述を得ることはできない。 

免除期間後の申立期間②について、申立人は、自宅に来ていた女性集金人

に国民健康保険料と一緒に国民年金保険料を納付していたと申し立てている

が、Ｂ市では、国民健康保険料と国民年金保険料を一緒に徴収することはない

と回答しており、申立内容と一致しない上、申立人に係るＢ市の被保険者名簿

を見ると、昭和 50年７月に申立人が所在不明となったことをうかがわせる「住

不 50・７」のゴム印が確認できることから、申立人に当時の事情について聴

取したところ、仕事のため、年に数回は長期間留守にすることがあったと陳述

しており、同市の記録と符合している。 

また、申立人は、集金人に国民年金保険料を納付し、その 1 年後ぐらいか

ら銀行の口座振替により保険料を納付していたと申し立てているが、申立期間

②は５年間以上に及び、銀行を通じて行われる口座振替による納付記録が、こ

れほどの長期間にわたり連続して欠落することは考え難い。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録に

より各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間①及び

②の国民年金保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定

申告書控え等)は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6061 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年 11 月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 45年３月まで 

昭和 50 年末頃、Ａ市役所から国民年金加入のお知らせと夫婦の国民年金

保険料の納付書が送付されてきたので、夫が、未納保険料の全額をまとめて

納付しようと、大金を用意して市役所に出向いて行った。 

その際、窓口で夫が昭和 41 年 10 月 31 日まで船員保険に加入していたこ

とを説明すると、職員が年金手帳に「はじめて被保険者となった日」として

当初に記載されていた 36年４月１日を 41年 11月１日と訂正した上で、「国

民年金保険料の全額を納付する必要はなく、昭和 41年 11月以降の分だけ納

付すればよい。」と言われたので、その場で当該期間の夫婦の保険料をまと

めて納付してくれたのに、申立期間は夫が納付済みであり、私だけが未納と

されていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和50年11月当

時において、申立人は 40歳、その夫は 47歳であるとともに、それぞれ当初の

国民年金被保険者の資格取得日は、国民年金制度が発足した 36 年４月１日で

あることがＡ市の国民年金被保険者名簿及び特殊台帳等により確認できるこ

とから、この状況では、申立人及びその夫共に、これ以降 60 歳期間満了まで

国民年金保険料を納付しても年金受給資格期間(昭和 10 年＊月生まれの申立

人は 25 年以上、３年＊月生まれの夫は 23 年以上)を確保できない上、当時は

特例納付の実施期間中であることを踏まえると、同市役所から送付されてきた

とする申立人及びその夫に係る保険料の納付書は、受給資格期間を確保するこ

とを目的とした特例納付に係る国庫金納付書であり、それぞれの納付期間は、

申立人については、申立人の受給資格期間である 25年を最低限確保するため、



申立人が35歳に到達する年度当初の45年４月以降の期間、その夫については、

夫の受給資格期間である 23年を最低限確保するため、夫が 37歳に到達する年

度当初の 40年４月以降の期間であったものと推認される。 

一方、申立人は、申立人及びその夫の未納期間の国民年金保険料を全額納付

しようと、申立人の夫が市役所に出向いた際、年金手帳に記載されていた資格

取得日を訂正されたと申し立てているとおり、Ａ市の国民年金被保険者名簿及

び特殊台帳においても、申立人及びその夫共に国民年金被保険者の資格取得日

は、夫が船員保険に加入していたとする日の翌日の昭和 41年 11月１日として

記録が訂正されていることが確認できる。この場合、申立人は、当初の納付期

間のまま保険料の納付が可能であるが、その夫については、当初の納付期間の

うち、当該資格取得日前の 40 年４月から 41年 10 月までの期間は、制度上、

保険料を納付できない期間であり、同被保険者名簿及び特殊台帳を見ると、申

立人は、申立期間直後の 45 年４月から 47年 12 月までの期間、その夫は、41

年 11 月から 47年 12月までの期間の保険料をともに当該特例納付実施期間の

最終月である 50 年 12月 25 日に特例納付していることが、具体的な納付金額

とともに確認できることから、これらの記録自体に不自然な点は見受けられな

い。 

また、申立人及びその夫の当該国民年金保険料をまとめて納付したとする申

立人の夫に当時の状況を改めて聴取したところ、納付金額については、大金で

あったこと以外よく覚えていないが、市役所の職員が保険料額を再計算してく

れた際、当初に予定していた納付金額より安くなり助かったという印象がある

と陳述していることから、申立人の夫が同職員から、「保険料の全額を納付す

る必要はなく、昭和 41 年 11 月以降の分だけ納付すればよい。」と言われたの

は、夫の保険料のことであるとみるのが自然である。 

さらに、申立人の夫が、申立人に係る申立期間の国民年金保険料について納

付したことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控え等)は無く、ほかに申立期

間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6062 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年６月から 53年７月までの期間及び 54年８月から 58年１

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年６月から 53年７月まで 

② 昭和 54年８月から 58年１月まで 

昭和 48 年＊月当時、両親が私の国民年金の加入手続を行い、申立期間①

の国民年金保険料を納付してくれていたと思う。 

また、その後に就職した会社を昭和 54 年８月に退職後は、私自身がＡ市

役所に出向き、厚生年金保険から国民年金への切替手続を行った。その際、

職員から「国保と年金は一対」と促されたため、国民健康保険にも同時に加

入した。会社を退職後の申立期間②当時、私は自営業をしており、国民年金

保険料は 55 年６月に結婚するまでは両親が、結婚後は妻がそれぞれ毎月納

付してくれていた。 

申立期間①及び②が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金における強制加入被保険者の資格は、加入手続の時期及び国民年金

保険料の納付の有無にかかわらず、基本的に資格取得の要件を満たした日に取

得するものとされている。 

そこで、申立人に係る国民年金の加入時期等を調査すると、申立人の国民年

金手帳記号番号の払出時期及びその前後の任意加入被保険者の資格取得日か

ら、結婚した約３年後の昭和 58 年１月頃に加入手続が行われたものと推定さ

れ、申立人が資格取得の要件を満たした 48 年＊月＊日まで遡って国民年金の

強制加入被保険者の資格を取得していることが、申立人に係るＡ市の国民年金

被保険者名簿及びオンライン記録等により確認できる。この場合、当該加入手

続が行われた時点において、申立期間①の全期間及び②のうち一部の期間は、



制度上、時効により国民年金保険料を納付することができない期間である。 

また、申立期間②のうち、時効成立前の納付が可能な期間の大部分は、加入

手続前の期間であり、国民年金保険料を遡って納付することとなるが、申立人

自身は、保険料を遡って納付した記憶はないと陳述しているほか、申立期間①

及び②における保険料の納付に直接関与しておらず、結婚前に申立人の保険料

を納付してくれていたとする申立人の両親は既に亡くなっている上、結婚後、

申立人の保険料を納付してくれていたとするその妻は仕事等で多忙であり、妻

への聞き取り調査は控えてほしいとの申立人の要望があるため、当時の具体的

な納付状況は不明である。 

さらに、申立人の両親又は妻が、申立内容のとおり、申立期間①及び②の国

民年金保険料を毎月遅滞なく納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の

払出しが必要であるところ、オンライン記録により各種の氏名検索を行うとと

もに、申立期間に係る国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て視認したが、

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらないほか、申立期間①及び②は合計８年間以上に及び、これほど

の長期間にわたり、納付記録が連続して欠落することは考え難い。 

加えて、申立人は、昭和 54 年８月に会社を退職後、厚生年金保険から国民

年金への切替手続を行い、その際、国民健康保険にも同時に加入したと申し立

てているが、申立人のオンライン記録によると、申立期間①及び②に挟まれた

53 年８月から 54 年７月までの厚生年金保険被保険者期間は、平成 22 年１月

13 日になって記録が追加されている上、申立人の国民健康保険についてＡ市

に照会したところ、結婚直後の昭和 55 年９月５日に加入し、現在に至ってい

るとの回答を得ており、申立内容と符合しない。 

このほか、申立人の両親又は妻が申立期間①及び②の国民年金保険料につい

て納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6063 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年９月から 46年３月までの期間、47年７月から 49年９月

までの期間及び 50 年１月から平成３年５月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年９月から 46年３月まで 

             ② 昭和 47年７月から 49年９月まで 

             ③ 昭和 50年１月から平成３年５月まで 

    私は、国民年金の加入手続については何も覚えていないが、母が「年金に

入って、国民年金保険料を支払っている。」と言っていたのを覚えているの

で、母が加入手続を行い、国民年金保険料の納付をしていたと思う。昭和

48 年頃からは妹の保険料と一緒に納めてくれていたと思う。領収証書等は

残っていないが、検認印が押された年金手帳が自宅に有ったように思う。 

    また、婚姻期間中は自身で納めていたので、申立期間が未納となっている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間のうち、婚姻期間中の国民年金保険料については、申立

人自身が納付し、それ以外の期間についてはその母親が納付したと申し立てて

いる。 

そこで、国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、昭和 46 年４月に申立人の

国民年金手帳記号番号が払い出されていることが確認でき、この払出時点にお

いて、申立期間①のうち、42年９月から 43年 12月までの国民年金保険料は、

制度上、時効により納付することはできない。 

また、申立人は婚姻期間中である申立期間②のうち、昭和 47年７月から 49

年６月までの国民年金保険料については、申立人自身が市役所で納付していた

と陳述しているが、特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、当時

居住していたＢ市への住所変更の事跡は確認できるものの、当該期間の保険料

を納付した記録は確認できない。また、同市においては、当時、集金人による



保険料の収納が行われていたことから、申立人がこれと異なり、申立期間の保

険料を市役所で納付することとなった経緯、納付時期及び納付金額等の納付状

況について確認したが、申立人は覚えておらず、そのほか、当該期間の保険料

納付を行ったとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだす

ことはできなかった。 

さらに、申立人は、婚姻期間中は、婚姻及び転居のたびに氏名変更並びに住

所変更の手続を行った上で、申立人自身が申立期間の国民年金保険料を納付し

たと陳述しているが、申立人及びその前夫の戸籍並びにオンライン記録を見る

と、昭和 56 年７月の婚姻当時、申立人の前夫は厚生年金保険に加入している

ことから、申立人がその前夫との婚姻期間中である申立期間③のうち、同年７

月から 59 年１月までの保険料を納付していたのであれば任意加入期間となり、

申立人の国民年金被保険者資格が、強制加入被保険者から任意加入被保険者へ

変更されることとなるが、申立人のオンライン記録及び特殊台帳を見ても、そ

の事跡は確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間③のうち、昭和 58 年頃からその夫と婚姻する

平成３年５月までの国民年金保険料は、納付していなかったと思うと陳述する

など、申立期間の保険料納付を行ったとする記憶が曖昧である。 

また、申立人は、自身が納付していない申立期間①のうち、昭和 44 年１月

から 46年３月までの期間、申立期間②のうち、49年７月から同年９月までの

期間及び申立期間③のうち、50年１月から 56年６月までの期間の国民年金保

険料を、申立人の母親がＡ市で納付したと申し立てている一方、申立人は、そ

の母親とは折り合いが悪かったことから、保険料納付の具体的な時期、方法、

期間及び金額等は母親から聞いていないとも陳述しており、申立人の母親も既

に亡くなっているため、当時の事情を確認できない。さらに、申立人は、その

母親が申立人及びその妹の保険料を一緒に納付していたと思うと陳述してい

るが、妹のオンライン記録からは国民年金の加入履歴は確認できなかった。加

えて、申立人に係る同市の国民年金被保険者名簿を見ると、これらの期間の保

険料は未納の記録となっている上、住所欄に「不在 52．１．１」のスタンプ

が確認でき、同市では申立人の居所が確認できなかったと考えられる。 

このほか、申立期間は３つの期間で、合計 267か月に及んでおり、これほど

複数回、長期間にわたって国民年金保険料の収納及び記録管理における事務的

過誤が繰り返されたとも考え難い。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳

記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6064 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年５月から３年５月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

   申立人の氏名等   

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年５月から３年５月まで 

平成２年４月から勤務した会社は、厚生年金保険の適用事業所ではなかっ

たので、同年５月に、Ａ市役所で私の国民年金の加入手続をしてくれたと聞

いている。 

母がＡ市役所で毎月又は２か月ないし３か月ごとに私の国民年金保険料

を納付してくれていたと思う。 

次の就職先で、厚生年金保険被保険者となったので、年金手帳は２冊にな

った。時期は覚えていないが、母がＡ市役所に行ったとき、女性職員から「厚

生年金保険の番号を記載している手帳にまとめますので、最初の年金手帳は

処分してください。」と言われたので、母が私の最初の年金手帳を処分した

と聞いている。 

申立期間が未加入期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、平成４年５月 18 日に申立人の国民

年金手帳記号番号が払い出されていることが確認できることから、申立人は、

同年５月頃に国民年金の加入手続を行ったと推定でき、申立人の母親が２年５

月に国民年金の加入手続を行ったとする申立内容と符合しない。              

また、オンライン記録を見ると、申立人は、平成４年４月 21 日に国民年金

の被保険者資格を初めて取得しており、申立期間に国民年金の被保険者資格を

取得した履歴は認められない上、申立人の所持する年金手帳を見ると、国民年

金の被保険者となった日は、「平成４年４月 21日」と記載されていることから、

申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付する

ことはできない。 



なお、申立人は、「２冊所持していた年金手帳を、時期は覚えていないが、

母がＡ市役所に行ったとき、女性職員から厚生年金保険の番号を記載している

手帳にまとめますと言われた。」と陳述している。そこで、申立人の所持する

年金手帳を見ると、厚生年金保険の記号番号及び「初めて上記被保険者になっ

た日」に「平成３年６月 15 日」と機械打ちで記載されているのに対して、国

民年金の記号番号及び「初めて上記被保険者になった日」は、「Ｈ４年４月 21

日」と手書きで記載され、基礎年金番号に登録済みのゴム印が押されている。

また、申立人のオンライン記録を見ると、平成９年３月 27 日に４年４月及び

同年５月の国民年金被保険者期間並びに国民年金保険料の納付記録が、記録統

合されていることが確認できる上、申立人は、同年２月１日に厚生年金保険の

被保険者資格を喪失し、同日に国民年金被保険者資格を再取得しており、この

当時、当該資格取得の手続は、Ａ市役所で行う必要があった。このため、申立

人が陳述しているその母親の記憶は、申立期間後となる同年４月及び同年５月

の国民年金被保険者期間が申立人の年金記録に統合された９年３月頃の記憶

である可能性が考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納

付に直接関与していない上、申立人及びその母親から聞き取り調査を行い、申

立期間の保険料の納付を行ったとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺

事情等を見いだすことはできなかった。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6065 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年 12月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月から 54年３月まで 

私は、20歳から 24歳まで学生であったので、当時、同居していた父が私

の国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと思う。 

申立期間の国民年金保険料が納付済みとされていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父親が国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険

料を納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の年金記録について調査すると、オンライン記録に申立人の

国民年金の加入記録は見当たらず、申立期間当時の申立人の住所地であったＡ

市（現在は、Ｂ市）においても申立人の国民年金被保険者名簿は見当たらない

ことから、申立人に係る国民年金の加入手続は行われていないと考えられる。

したがって、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険

料を納付することはできない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与

しておらず、加入手続及び保険料納付を行ったとする申立人の父親からは、加

入手続及び保険料納付に係る具体的な状況を聞いたことはないと陳述してい

る上、その父親は既に亡くなっており、申立期間の加入手続及び保険料納付に

関する事情を酌み取ろうとしたが新たな周辺事情を見いだすことはできなか

った。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な国民年金手帳記

号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検

索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 



加えて、申立期間は、52か月と長期間であり、これだけの長期間にわたり、

国民年金保険料の収納及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたとは考え難

い。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6066 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年４月から同年６月までの付加保険料を含む国民年金保険

料については、還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から同年６月まで 

年金記録の書類を提出する際に、自身の年金記録を確認すると、申立期間

の付加保険料を含む国民年金保険料は、夫の通帳から口座振替で納付してい

ることが分かった。しかし私は、昭和 55 年４月１日付けで厚生年金保険被

保険者になったため、申立期間の保険料は、二重払いのままになっていると

思うので、調査の上、還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、申立期間を含む昭和

55 年１月から同年６月までの付加保険料を含む国民年金保険料が納付された

後、同年７月に同年３月 21 日に遡って被保険者資格が喪失されたことが確認

でき、この時点で、申立期間を含む同年３月から同年６月までの付加保険料を

含む保険料について還付されることとなるところ、申立人は、同年３月分は申

立人が所持する通帳により還付されたことが確認できるが、申立期間について

は還付されていないと主張している。 

しかし、上記被保険者名簿を見ると、申立期間の国民年金保険料について、

昭和 55年９月９日に通知済み及び同年 10 月 11日付けで「前渡資金還付、55

年４月から 55年６月、￥12，510」と記載されていることが確認でき、この記

載についてＡ市は市の窓口での現金で還付したことを意味するとしている上、

同名簿に記載されている還付金額は当時の保険料額と一致しているほか、還付

記録の内容を疑わせる事情も見当たらない。  

なお、申立期間直前の昭和 55 年３月の国民年金保険料については、上記資

格喪失に係る事務処理時点において、既に社会保険事務所（当時）に進達済み

保険料のため、社会保険事務所から還付することとなったものと考えられる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の付加保険料

を含む国民年金保険料を還付されていないものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6067 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年６月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年６月から 56年３月まで 

    国民年金の加入については、母に任せていたので分からないが、昭和 51

年頃、加入手続を行ってくれたはずである。 

    申立期間の国民年金保険料についても、母に任せていたのではっきりとは

分からないが、私が昭和 56 年４月に就職のために上京するまでの期間は、

母が納付してくれていたはずである。 

    申立期間が国民年金の未加入期間となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録を見ると、申立人の国民年

金手帳記号番号は、Ａ市において、厚生年金保険被保険者資格を喪失した翌日

の昭和 59年９月 22日を国民年金被保険者資格の取得日として、同年 11月 22

日に払い出されており、それ以前に国民年金被保険者資格を取得した履歴は確

認できず、申立期間は国民年金の未加入期間となり、制度上、国民年金保険料

を納付することはできない。 

また、申立人の母親は、昭和 51 年７月以降、申立人の国民年金の加入手続

を行い、国民年金保険料を納付していたと主張するものの、加入時期及び保険

料納付に係る具体的な陳述は無く、申立期間の保険料納付等の状況は不明であ

る。 

さらに、Ｂ市において国民年金の加入手続を行った申立人の両親及び弟につ

いては、いずれも国民年金被保険者名簿が保存されている上、同被保険者名簿

における納付記録もオンライン記録と一致している一方、同様に同市において

手続したとしている申立人の被保険者名簿は確認できなかった。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手



帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立期間は４年 10 か月に及んでおり、これほど長期間にわたっ

て国民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたと

も考え難く、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新た

な周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6068 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年９月から 53年 11 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年９月から 53年 11月まで 

    申立期間当時は、兄と事業を営んでいたので、その頃は、年金については

無関心であった。 

    しかし、国民年金への加入時期は定かではないが、昭和 58 年２月に結婚

し、その後、妻が妊娠したことで将来のことが心配になり、以前から気にな

っていた未納期間の国民年金保険料を納付するため、59 年頃、妻と二人で

Ａ市Ｂ区役所の国民年金担当の窓口に行ったと思う。 

    その時、担当者から、「今なら、過去の未納期間の保険料を納付すること

ができる。」と勧められ、申立期間の金額を計算してもらって、後日、妻が

現金を用意し、夫婦二人分の未納保険料を区役所の窓口で納付したと思う。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年頃にＢ区役所の国民年金担当の窓口で、夫婦二人分の

未納保険料を遡って納付したと主張している。 

しかし、この時点において、申立期間の国民年金保険料は、時効により納付

することはできず、また、当時は、特例納付制度は既に終了しており、申立期

間の保険料を一括して納付することもできない。 

また、上記のとおり、申立人は、区役所の窓口で遡って納付したと主張する

ものの、過年度保険料については、社会保険事務所（当時）が発行する納付書

により、金融機関又は社会保険事務所で納付することとされておりＡ市の各区

役所窓口での収納は行われないことが通例であり、申立人の主張は当時の制度

状況とも符合しない。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンライン記録を見ると、申立人



の国民年金手帳記号番号は、Ａ市Ｃ区において、会社退職に伴い厚生年金保険

被保険者資格を喪失した昭和 49 年９月１日を国民年金被保険者資格の取得日

として、51年１月 12日に申立人の兄と連番で払い出されており、この手帳記

号番号の払出時期からみて、申立期間のうち、49年９月から 50年３月までの

国民年金保険料は、過年度納付することが可能であり、また、同年４月から

53年 11月までの保険料は、現年度納付することが可能であるものの、申立人

は、申立期間当時においては、その兄と共に保険料を納付したことはなく、ま

た、過年度分について遡って納付したこともないと陳述している。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立人から申立期間の国民年金保険料の納付をめぐる事情を酌み

取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6069 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年４月から６年３月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月から６年３月まで 

    はっきりとした加入手続の時期は定かではないが、平成５年４月頃、母が

Ａ市役所へ行き、手続をしてくれたと思う。 

    申立期間当時は、学生であり、国民年金保険料を納付することが困難であ

ったことから、母が、免除申請手続をしてくれたはずである。 

    申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人が国民年金被保険者資格を取得した履歴は

認められず、申立期間は国民年金の未加入期間とされていることから、制度上、

国民年金保険料を納付することはできず、保険料納付の免除申請手続を行った

とは考え難い。 

   また、申立人及びその母親は、平成５年４月頃、母親が申立人の兄及び弟の

分と一緒に、国民年金への加入手続を行うとともに、免除申請手続をしたとし

ているが、オンライン記録を見ると、申立人の兄及び弟の国民年金手帳記号番

号は、前後の手帳記号番号から、Ａ市において６年３月ないし同年４月頃に連

番で払い出されたと推認でき、陳述の加入時期とは符合しない。 

   なお、Ａ市保存の申立人の兄及び弟に係る国民年金被保険者名簿を見ても、

同名簿作成日は平成６年５月 17 日となっており、オンライン記録による加入

推認時期と符合する。 

   一方、オンライン記録を見ると、申立人は、申立期間直後の平成６年４月１

日付けで厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   これらのことを踏まえると、上記の申立人の兄弟の加入時期において、申立

人は、厚生年金保険適用事業所への就職が決まっていたか、又は当該事業所に



就職していたため、申立人の母親が加入及び免除申請手続を行わなかった可能

性が否定できない。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料について、免除申請手続をすることが可

能な国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏

名検索を行ったが、申立人に手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情も見当たらない。 

   加えて、申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料の免除申請手続を

行ったとする事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことは

できなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



大阪国民年金 事案 6070 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 10月から 55年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月から 55年６月まで 

    昭和 46 年９月頃、Ａ市Ｈ区役所で自身の国民年金の加入手続をした。そ

の時、「Ｅ」又は「Ｆ」の氏名で青っぽい色の年金手帳をもらったように思

うが、58年９月に転居した前後に見当たらなくなった。 

    国民年金に加入後、私が最初の結婚をするまでの国民年金保険料の納付に

関する記憶は、はっきりとしないので、昭和 46年９月から 49年９月までの

期間についての申立てはしない。 

    しかし、結婚してＡ市Ｂ区に転居した昭和 49年 10月から、Ｃ社に勤務す

る直前の 55 年６月までの申立期間の国民年金保険料は、一年ごとに郵送さ

れてくる手書き及び機械打ちの納付書に現金を添えて、Ｂ区役所の窓口又は

金融機関で、夫の保険料とは別に、自身の保険料のみ納付していた。 

    申立期間が未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

最初の婚姻後の昭和 55 年２月に「Ｇ」の氏名で払い出されており、結婚前の

46年９月頃に国民年金の加入手続を行ったとする申立内容と符合しない。 

   また、当該手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭和 49 年

10 月から 52 年 12 月までの国民年金保険料は、制度上、時効により納付する

ことができない。 

 さらに、昭和 53年１月から 54年３月までの国民年金保険料は過年度納付が

可能であるが、申立人は、申立期間の保険料をまとめて遡って納付したことは

ないと陳述している。 

   加えて、当該手帳記号番号の払出時点において、申立期間のうち、昭和 54



年４月から55年６月までの15か月の国民年金保険料は現年度納付することが

可能であり、申立人は、区役所から毎年１年分 12 枚の納付書の送付があった

ので、１か月分ぐらいの納付書を持って、申立期間の保険料を区役所、複数の

銀行又は郵便局で納付したと申し立てている。しかし、Ａ市では、１か月単位

の納付書の発行は 62 年４月からであり、それまでは３か月単位で納付書を発

行していたと回答しており、申立内容と符合しない。 

また、仮に前述の現年度納付が可能であった 15か月分の国民年金保険料を

申立人が納付した場合、区役所、銀行及び郵便局という複数の機関において、

１か月分ぐらいを単位として、複数回にわたり納付された保険料の収納管理

及び記録管理に事務的過誤が繰り返されたとも考え難い。 

   なお、オンライン記録を見ると、前述した国民年金手帳記号番号以外に、申

立人に対し、Ａ市Ｄ区において平成６年４月ないし同年５月頃に、資格取得日

を昭和 61 年４月１日とする別の手帳記号番号が、現在の氏名である「Ｉ」名

で払い出されているが、この払出時点で申立期間の国民年金保険料は、制度上、

時効により納付することはできない。 

 このほか、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムにより、各種の氏名検索を行ったが、申立人に、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書

控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6071 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年 10月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年 10月から 61年３月まで 

    私は、昭和 58年 10月頃、結婚をきっかけとしてＡ市役所で国民年金の加

入手続を行った。 

 加入後は、昭和 61 年４月に国民年金の第３号被保険者となるまで、申立

期間の国民年金保険料は、私が、毎月、納付書は送付してきていたと思うが

持参せず、現金のみをＡ市役所の担当窓口に持参して納付した。 

 納付した国民年金保険料は、月額 4,000円ないし 5,000円ぐらいであった

ことを記憶している。 

 私が納付していた申立期間の国民年金保険料が、未納とされているのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、昭和 61 年４月１日に申立人の国民

年金手帳記号番号が払い出されていることが確認でき、この頃に申立人の国民

年金の加入手続が行われたと推定されることから、申立人が 58年 10月頃に国

民年金の加入手続を行ったとする申立内容と符合しない。 

   また、オンライン記録を見ると、申立人の国民年金被保険者資格は、昭和

61年４月１日に初めて取得していることが確認できることから、申立期間は、

国民年金の任意加入期間における未加入期間であり、制度上、国民年金保険料

を納付することができない。 

   さらに、申立人は、30 か月分の国民年金保険料を、毎月、市役所窓口で納

付したと申し立てているが、同一市町村においてこれだけの長期間、複数月に

連続して、保険料の収納管理及び記録管理に事務的過誤が繰り返されてきたと

は考え難い。 



 加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に、別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6072 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51年 10月から 52年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月から 52年９月まで 

私は、昭和 51 年 10 月１日に会社を退職したので、同居していた母が、

Ａ市役所に行き、私の国民年金の加入手続を行った上、自宅に郵送されてく

る母と私の国民年金保険料の納付書に現金を添えて、Ｅ郵便局から毎月納付

していた。 

昭和 52 年 10 月に私が結婚し、Ｂ市に転居した後、夫に勧められて国民

年金の任意加入手続を行い、同市で国民年金保険料を納付していたが、昭和

53年度、54年度及び55年度の年度始めに、私の結婚前の名字を宛名として、

Ｃ社会保険事務所（当時）から同市の自宅に、１か月ずつ 12 枚つづりにな

った１年分の保険料の納付書が３年連続して届いた。 

納付書が届くたび、事情を聞くために夫と一緒にＣ社会保険事務所へ行

ったが、職員には「不思議ですね。」「ここでは納付できないので、外で納付

してほしい。」と言われたので、一度だけ外にあった金融機関で申立期間の

１年分の国民年金保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が納付の記録とされていないことは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金への加入手続時期について、申立人に係るオンライン記録

及び国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人は、Ｂ市で、昭和 52年 10

月 29 日に任意加入により、国民年金手帳記号番号の払出しを受けていること

が確認でき、この加入手続の時点で、申立期間は国民年金の未加入期間である

ことから、制度上、国民年金保険料を納付することはできない。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳



記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿

検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、その母親が昭和 51年 10月にＡ市で国民年金の加入手続

を行って、申立期間の国民年金保険料を納付し、52年 10月にＢ市へ転居後は、

申立人が任意加入したと申し立てているが、Ａ市で加入手続が行われ、申立期

間の保険料が納付されていた場合、申立期間直後の同年 10 月にＢ市が申立人

の任意加入手続に伴い、別の国民年金手帳記号番号を払い出す必要はなく、氏

名変更及び種別変更の手続で足りることから、申立内容の不自然さは否めない。 

加えて、申立人は、昭和 53 年度、54 年度及び 55 年度の年度始めに、Ｃ社

会保険事務所から、旧姓で１か月分ずつ 12 枚になった１年分の申立期間の納

付書が、Ｂ市の自宅に届いたと申し立てている。しかし、日本年金機構Ｄ事務

センターでは、「国民年金未加入期間に対して過年度納付書を発行することは

なく、また、未納期間に対して過年度納付書を発行する場合でも、最初から１

か月分ずつの納付書を発行することはなく、まず、未納期間を一括した納付書

で未納催告を行った上で、被保険者から金額が多くて納付できないとの申出が

あれば、分割納付書を送っていた。」と回答している。 

このほか、申立人は、申立期間における国民年金の加入手続及び国民年金保

険料の納付に直接関与しておらず、これらを担っていた申立人の母親は、療養

中のため必要な陳述を得ることができず、申立期間の保険料の納付を行ったと

する事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなか

った。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 6073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年１月から同年３月までの期間及び10年４月から13年３月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年１月から同年３月まで  

             ② 平成 10年４月から 13年３月まで 

申立期間①について、当時私は学生であり、Ａ市に居住していたが、平成

３年１月頃に、実家のあるＢ市で私の両親が、私の国民年金の加入手続を行

い、それ以降、私が結婚する８年５月まで、私の国民年金保険料を納付して

くれた。当時は、兄も学生であったので、母はよく覚えていないようだが、

兄と私の保険料を一緒に納付していたかもしれない。 

申立期間②について、私は、結婚した平成８年５月から９年３月までの期

間は、国民年金の第３号被保険者であったが、同年４月からは収入があった

ので、国民年金の第１号被保険者となった。 

平成９年４月以降の国民年金保険料は、自身で郵便局から毎月納付してい

たと思うが、まとめて保険料を納付したことも少なくとも１回以上あった。

その際は、10万円を超える金額を納付した記憶がある。 

また、平成 10年６月に妻が仕事を辞めた以降は、夫婦のうちどちらかが、

納付可能な時に夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと思う。 

申立期間①が未加入期間とされていること、及び申立期間②が未納の記録

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の実家のあるＢ市が管理する国民年金被保険者

台帳管理簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号が平成３年５月 24 日に

払い出されていることが確認でき、この頃に申立人の両親が申立人の国民年金

の加入手続を行ったと推定できることから、申立内容と符合しない。 



また、申立人の所持する当該国民年金手帳記号番号の年金手帳の「初めて被

保険者となった日」を見ると、制度改正により、学生が国民年金に強制加入と

なった平成３年４月１日の年月日が記載されており、同日から国民年金の第１

号被保険者となったことが確認できる上、申立人のオンライン記録を見ても、

申立人が同年４月１日付けで国民年金の第１号被保険者資格を取得するまで

に、国民年金の加入手続が行われた形跡は見当たらないことから、申立期間①

は、国民年金の任意加入期間における未加入期間であり、制度上、国民年金保

険料を納付することはできない。 

さらに、申立人は、申立期間①当時、申立人の兄も学生であったことから、

申立人自身とその兄の国民年金保険料を申立人の母が一緒に納付していたか

もしれないと陳述しているが、兄のオンライン記録を見ると、申立期間①に該

当する期間は、未加入期間となっている。 

次に、申立期間②について、申立人のオンライン記録を見ると、平成 14 年

６月 13 日に過年度納付書が発行されていることが確認でき、その発行時期か

ら申立期間②のうち、12年５月から 13年３月までの期間の過年度納付書であ

ると考えられる。したがって、当該期間の国民年金保険料は現年度納付されて

おらず未納であったと推定できる上、当該納付書の発行時点においては、申立

期間②のうち、10年４月から 12年４月までの保険料は、時効により納付でき

ない。  

また、申立人は、申立期間②のうち、その妻が共済組合員資格を喪失した平

成 10年７月から 13年３月までの国民年金保険料は、夫婦共に未納の記録であ

るが、夫婦のどちらかが二人分の保険料を納付していたと思うと陳述している。

しかし、申立人の妻のオンライン記録を見ると、12年２月に 10年７月１日を

勧奨事象の発生年月日とする国民年金被保険者資格の取得勧奨が行われてい

ることから、当時、申立人の妻は国民年金に未加入であったと考えられる。  

さらに、申立期間②は 36 か月と長期間であり、基礎年金番号が導入された

平成９年１月以降は、記録管理の強化が一層図られている上、申立人の申立期

間に係る国民年金保険料が納付されていることを確認できる資料は無く、収納

記録が欠落する可能性も低い。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号又は基礎年金番号による納付の可能性について、オンライン記録及

び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより各種の氏名検索を行った

が、申立人に対して別の手帳記号番号の払出し又は基礎年金番号の付番が行わ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 12553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月 20日から 43年５月 21日まで 

② 昭和 43年 12月１日から 44年２月８日まで 

③ 昭和 44年２月 24日から同年８月 26日まで 

④ 昭和 48年８月 25日から 49年 10月 31日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社における厚

生年金保険の加入期間が脱退手当金支給済みとなっている。 

 しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、申立期間に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人名義の記

名・押印が確認でき、当該請求書の住所欄には支給決定当時の申立人の住所地

が記載されている上、脱退手当金裁定伺には当該住所地近くに在る金融機関に

対し、昭和 50年６月 11日付けで小切手を振り出した記録が確認できることか

ら、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられる。 

また、脱退手当金の支給額に計算上の誤りはないなど、一連の事務処理に不

自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。しかし、脱退手当金裁定請求書には未請求の期間に係る事業所名が記載

されておらず、また、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求

だけをもって不自然な記録であるとまでは言えない。



大阪厚生年金 事案 12554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年５月２日から 42年８月 16日まで 

② 昭和 42年８月 10日から 43年 12月 14日まで 

③ 昭和 45年９月１日から 48年７月 27日まで 

④ 昭和 48年８月９日から 49年 12月 11日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社に３回勤務した期間のうち、最後

に勤務した期間を除く２回の期間（申立期間①、③）、Ｂ社に勤務した期間

（申立期間②）及びＣ社（申立期間④）に勤務した期間における厚生年金保

険の加入期間が脱退手当金支給済みとなっている。 

 しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかし、申立期間に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人名義の記

名・押印が確認でき、当該請求書の住所欄には支給決定当時の申立人の住所地

が記載されている上、脱退手当金裁定伺には当該住所地近くに在る金融機関に

対し、昭和 50年８月 12日付けで小切手を振り出した記録が確認できることか

ら、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられる。 

また、脱退手当金の支給額に計算上の誤りはないなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険



者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。しかし、脱退手当金裁定請求書には未請求の期間に係る事業所名が記載

されておらず、また、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記

号番号は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求

だけをもって不自然な記録であるとまでは言えない。



大阪厚生年金 事案 12555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年６月１日から 33年 10月 15日まで 

脱退手当金の確認はがきにおいて、Ａ社における厚生年金保険の加入期間

が脱退手当金支給済みとなっている。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申

立人の氏名は、同社で資格を喪失した約４か月後の昭和 34年２月 17日に、旧

姓から新姓へ氏名変更されており、申立期間の脱退手当金が同年５月 30 日に

支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に併せて氏名変更が

行われたと考えるのが自然である。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、申立期間に

係る脱退手当金が支給決定される前の昭和 34年２月 26日付けで、脱退手当金

算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金

の裁定庁に回答したことを示す「回答済」の表示が確認できる。 

さらに、前述の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱」の表示が確認できるほか、脱退手当金の支給額に計算上の誤りはない

など、一連の事務処理に不自然さもうかがえない。 

加えて、当時は、通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被

保険者期間がなければ年金は受給できなかったことから、申立期間での被保険

者資格を喪失後、通算年金制度が創設されるまでの間、厚生年金保険の被保険



者資格を取得していない申立人が、脱退手当金を受給することに不自然さはう

かがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

なお、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険

者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立人については、申立期

間の前に有る被保険者期間がその計算の基礎とされておらず、未請求となって

いる。しかし、申立期間と未請求の期間の厚生年金保険被保険者台帳記号番号

は別番号で管理されていることが確認できることから、当該一部未請求だけを

もって不自然な記録であるとまでは言えない。



大阪厚生年金 事案 12556 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

   基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52年６月 21日から 53年４月 12日まで 

② 昭和 53年４月 12日から 54年３月 29日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間①のＡ

社及び申立期間②のＢ社で勤務した期間の加入記録が無いとの回答を受け

た。昭和 53 年４月にＡ社の事業所が閉鎖となり、親会社のＤ社のグループ

会社であるＢ社で勤めることになった。両社での加入記録が無いのであれば、

Ｄ社で加入しているはずである。 

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録等から、申立人が申立期間にＡ

社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た記録は無く、同社の所在地を管轄する法務局で商業登記の記録も確認できな

い。また、同社はＥ業に該当し、申立期間当時、厚生年金保険の強制適用業種

ではなかった。 

さらに、オンライン記録において、申立人が申立期間当時の同僚として記憶

している者は、申立期間に厚生年金保険の被保険者記録を確認できない。 

申立期間②については、雇用保険の加入記録等から、申立人が申立期間にＢ

社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ｂ社は、昭和 53年４月 29日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間のうち同日以降は厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、Ｂ社の申立期間当時のＦ職及びＧ職は、「従業員の社会保険を喪失さ

せることについて、社員を集めて説明があった。厚生年金保険に加入し続ける



ことが困難な状況なので、国民年金に切り替える様に言われた。社会保険の適

用がなくなってからは、給与から厚生年金保険料は控除されていなかった。」

旨陳述しているところ、当該両名及びオンライン記録において、同社が厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった日に資格を喪失し、同社の売却先であるＣ

社において、昭和 56年 10月１日に資格を取得していることが確認できる元従

業員 13 人全員が、Ｂ社で被保険者資格を喪失後にＣ社等で被保険者資格を取

得するまでの間、国民年金に加入していることが確認できる。 

なお、申立人は、Ａ社及びＢ社での加入記録が無いのであれば、親会社であ

るＤ社で厚生年金保険に加入しているはずであると申し立てている。しかし、

同社の経理部長等であった者は、「Ｄ社は、管理会社であって直営業所を持た

ない会社だった。子会社に正社員として就職した者は、Ｄ社で社会保険に加入

することはない。」旨陳述しているところ、同社で加入記録の有る元従業員も、

「申立人は、子会社の社員として採用されたので、Ｄ社で厚生年金保険に加入

することはないと思う。」と陳述している上、同社の他の元従業員も同様の陳

述をしている。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 23 年 10 月 10 日までの期間

のうち１年６か月ぐらいの期間 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社Ｃ支社（昭

和 27 年に、Ｂ社へ名称変更）に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回

答を受けた。同社に入社した時期は覚えていないが、同社では１年６か月間

ぐらい勤務し、退社後すぐに次の事業所に入社した。申立期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元従業員の陳述等から判断して、時期は特定できないものの、申立人が申立

期間当時にＡ社Ｃ支社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは昭和 23年 11月１日であり、申立期間は適用事業所ではない。 

また、Ｂ社は、平成 21 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

ため、同社から申立人の申立期間における保険料控除の状況を確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同社が厚

生年金保険の適用事業所となった日に被保険者資格を取得していることが確

認できる元従業員は、「申立期間当時、Ａ社は経営状況が悪く、社会保険に加

入していなかった。その間は、給与から保険料を控除されていなかったと思

う。」と陳述している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年１月頃から 36年１月頃まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同事業所で勤務していたこと

は間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に、Ｂ県Ｃ市（現在は、Ｂ県Ｄ市）にあったＡ社で勤務

し、厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、申立人は、｢事業所名が片仮名か漢字であったか覚えていない。事

業所があったＣ市という地名だけしか覚えていない。｣と陳述しているところ、

オンライン記録を検索した結果、申立期間当時、Ｂ県内にはＥ社という名称の

適用事業所が１社確認できるものの、所在地が異なる上、当該事業所の被保険

者の中に申立人の氏名は見当たらない。 

また、申立人は、Ａ社の事業主及び同僚等の氏名を記憶していないため、こ

れらの者から、申立人の申立期間に係る勤務実態及び保険料控除の状況を確認

することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12559 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年８月 21日から 30年５月１日まで 

             ② 昭和 30年 12月１日から 31年 10月４日まで 

             ③ 昭和 31年 10月 10日から 32年６月１日まで 

             ④ 昭和 32年 11月 30日から 33年１月 22日まで 

申立期間①及び②について、私は、Ａ社で正社員として勤務した。 

また、申立期間③については、Ｂ社で正社員として勤務した。 

さらに、申立期間④については、最初はＦ職として、Ｃ社Ｄ営業所に勤務

したが、勤務時間は正社員と同じであったので、入社当初から社会保険に加

入しているはずである。 

しかしながら、年金事務所の記録では申立期間①、②、③及び④の加入記

録が無く、納得できないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は当該期間を含めてＡ社で勤務していたと申し

立てている。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所記号払出簿及びオンライン記録を見ると、

同社は昭和 26年５月１日に厚生年金保険の適用事業所となったものの、28年

２月 20日に適用事業所ではなくなっており、その後の 30年５月１日に再び適

用事業所となっていることが確認できることから、申立期間①は、同社が適用

事業所ではなかった期間に当たる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から抽出して調査した

同僚は、「Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなかった期間は、給料から保

険料を控除されていなかったと思う。」と陳述している。 



さらに、申立期間当時の事業主は所在が不明であり、Ａ社で社会保険事務を

担当していた同僚も特定できないため、これらの者に申立人の申立期間におけ

る厚生年金保険料の控除の状況について事情照会を行うことができない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、当該期間もＡ社に勤務していたと申し立て

ている。 

しかしながら、上述の同僚は、「申立人と一緒に勤務していた記憶があるが、

具体的な勤務期間及び退職時期までは不明である。」と陳述している上、上記

被保険者名簿において、申立期間中に被保険者資格を取得している３人の同僚

を別途に抽出し調査したものの、いずれも「申立人を記憶していない。」と回

答しているなど、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況に

ついて確認することができなかった。 

また、上記３人の同僚は、いずれも「自身の退職日と資格喪失日の記録に誤

りはない。」と陳述している。 

さらに、申立期間当時の事業主は所在不明であり、Ａ社で社会保険事務を担

当していた同僚も特定できないため、これらの者に申立人の申立期間における

勤務の状況及び厚生年金保険料の控除について事情照会することができない。 

加えて、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番は

無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録におい

て、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間

②における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、当該期間を含めてＢ社で勤務していたと申

し立てている。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所

となった日は、昭和 32 年６月１日であり、申立期間③は、同社が適用事業所

となる前の期間に当たる。 

また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において所在が判明し

た５人の同僚を抽出し、事情照会したところ、２人から回答が得られ、このう

ちの１人は、「Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所となる前の期間に、給料から

保険料が控除されたことはなかったと思う。」と回答している。 

さらに、申立期間当時の事業主は所在不明であり、Ｂ社で社会保険事務を担

当していた同僚も特定できないため、これらの者に申立人の厚生年金保険料の

控除の状況について事情照会することができない。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



申立期間④について、申立人は、当該期間を含めてＣ社Ｅ営業所に勤務して

いたと申し立てているところ、雇用保険の加入記録によると、申立人は、同社

Ｅ営業所において、昭和 32 年 11 月 22 日に資格を取得していることから、申

立人の当該期間における勤務が確認できる。 

しかしながら、Ｃ社Ｅ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿にお

いて、申立人と同じく昭和 33年１月 22日に資格を取得している同僚９人を抽

出し、これらの者の雇用保険の加入記録を調査したところ、全員が申立人と同

様に、32 年 11 月 22 日に資格を取得していることが確認できることから判断

すると、当時、同社Ｅ営業所では、雇用保険と厚生年金保険を一体として加入

させておらず、また、必ずしも全ての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加

入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、上記９人の同僚のうち、回答が得られた３人からは、「私がＣ社Ｅ

営業所に入社したのは、昭和 32年 11月頃であった。しかし、同社での厚生年

金保険の資格取得日を見ると、33年１月 22日となっているので、入社直後の

２か月間は試用期間であったと思う。また、当該期間中の給与からは、厚生年

金保険料を控除されていなかったと考えられる。」旨の陳述が得られた上、現

在のＣ社Ｅ営業所の事務担当者からも同趣旨の回答が得られた。 

加えて、上記被保険者名簿には、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番は

無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらないほか、オンライン記録におい

て、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間

④における被保険者記録は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 62年８月１日から平成元年６月 30日まで 

             ② 平成元年７月１日から３年４月 26日まで 

申立期間①について、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間の標準報

酬月額は、実際の給与支給額よりも低額となっている。 

また、申立期間②について、Ｃ社に勤務していた期間の標準報酬月額も、

実際の給与支給額よりも低額となっており、特に、この期間については、所

持している給料支払明細書からも明らかである。 

申立期間の標準報酬月額を実際の給与支給額に見合う金額に訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社で勤務していた申立期間の標準報酬月

額が、実際の給与支給額よりも低額となっていると申し立てているところ、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

しかしながら、Ｂ社の事業主は、「申立期間に係る厚生年金保険料控除額を

確認できる賃金台帳等の資料を保存しておらず、申立人の申立期間における報

酬月額の届出状況及び保険料控除額等は不明である。」旨回答している。 

また、申立期間のうち、昭和 62年８月１日から 63年１月１日までの期間に

ついては、申立人から給与支給額及び保険料控除額について確認できる資料の

提出は得られず、これらを確認することができない。 



さらに、申立期間のうち、昭和 63年１月１日から 64年１月１日までの期間

については、申立人から「平成元年度市・県民税徴収区分変更及び税額変更通

知書」が提出されているところ、当該変更通知書に記載されている社会保険料

額を基に検証した各月の厚生年金保険料額は、オンライン記録の標準報酬月額

に基づく厚生年金保険料額とほぼ一致していることが確認できる。 

加えて、昭和 64 年１月１日から平成元年６月 30 日までの期間については、

申立人から「平成２年度市県民税納税通知書」が提出されているところ、当該

納税通知書で確認できる給与支給額及び社会保険料控除額は、その記載金額か

ら判断すると、Ａ社、又は申立期間後に厚生年金保険の被保険者記録が確認で

きるＣ社のいずれか一方の金額のみが計上されているものとみられ、計上され

ている事業所を特定することができないことから、申立人の当該期間における

Ａ社での給与支給額及び保険料控除額を検証することはできず、当時の事情に

ついて明らかとすることができなかった。 

また、オンライン記録において、申立人とほぼ同時期にＡ社における被保険

者記録が確認できる 10 人に対して、同社における標準報酬月額に係る届出状

況及び保険料控除の状況について事情照会し、５人から回答が得られたものの、

事実に反して報酬月額が低く届けられていると回答した者は見当たらないほ

か、申立人及び同僚の標準報酬月額が遡及して訂正された形跡は認められず、

記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立期間①において、申立人主張の給与支給額に基づき、事業主

が給与から厚生年金保険料を控除していたことをうかがわせる資料及び周辺

事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、Ｃ社で勤務していた申立期間の標準報酬月

額が、実際の給与支給額よりも低額となっていると申し立てている。 

しかしながら、申立人提出のＣ社における給与支払明細書で確認できる給与

支給額に見合う標準報酬月額は、20万円から 38万円までとオンライン記録を

上回っているものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、申立人

のオンライン記録と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当

たらないため、あっせんは行わない。 

また、オンライン記録において、申立人の標準報酬月額が遡及して訂正され

た形跡は認められず、記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立期間②において、申立人主張の給与支給額に基づき、事業主

が給与から厚生年金保険料を控除していたことをうかがわせる資料及び周辺

事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 12561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 34 年 12 月から 35 年４月１日までの期間

及び 38 年６月から同年 12 月 23 日までの期間について、厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

   また、申立人は、申立期間のうち、昭和 35 年４月１日から 38 年４月 23 日

までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 34年 12月から 35年４月１日まで 

             ② 昭和 35年４月１日から 38年４月 23日まで 

             ③ 昭和 38年６月から同年 12月 23日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社で勤務した期間のうち、申立期間①の加入記録が無いとの回答を受けた。

申立期間は、同社Ｂ営業所で、Ｌ業務などの仕事をしていた。 

また、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間②については、標準報酬月額

が実際の給与額よりも低く記録されていることが分かった。当時の給与は、

手取額で２万円ないし２万 3,000円ほどだった。 

さらに、Ｃ社（現在は、Ｄ社）Ｅ営業所で勤務した期間のうち、申立期間

③の加入記録も無い。同社には昭和 38 年６月に採用されたが、勤務予定地

であったＥ営業所が建設されるまでの間、Ｆ市にあったＧ社で勤務したこと

もあったので、どちらの事業所に雇用されて給与が支給されていたかは分か

らないが、勤務していたことは間違いない。 

申立期間①及び③については、厚生年金保険被保険者であったと認めてほ

しい。また、申立期間②については、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人から提出された昭和 43年１月 30日作成の



履歴書から、申立人がＡ社Ｂ営業所で勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ａ社は、昭和 39年 10月に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、商業登記の記録も見当たらないため、事業主等から申立人の勤

務実態及び保険料控除の状況は確認できない。また、申立人が同社の関連会

社だったとするＨ社（現在は、Ｉ社）も、「申立期間当時の関係資料が無い

ので、申立人の勤務実態、給与の支払及び保険料控除の状況などは全く分か

らない。」としている。 

さらに、Ａ社Ｂ営業所で申立期間当時に経理事務を担当していた者は、「Ａ

社Ｂ営業所では、入社後３か月ないし６か月ほどは試用期間で、社会保険に

加入させていない期間があった。その間は給与から保険料の天引きはしな

い。」旨陳述しているところ、申立人が同僚とする者が所持する給与明細書

を見ると、同人が厚生年金保険被保険者となる前の期間に係る給与からは保

険料が控除されていないことが確認できる。 

加えて、Ａ社及び同社Ｂ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

を見ても、申立期間の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自

然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①に係る保険料控除を確認できる関連資料は

無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間②については、申立人は、給与は手取額で２万円ないし２万3,000

円ほどであったのに、標準報酬月額はこれより低く記録されていると主張し

ている。 

しかし、前述のとおり、Ａ社から申立人の申立期間における給与の支払及

び保険料控除の状況を確認することはできない。 

また、前述の元同僚が所持する昭和 33年７月から 37年７月までの給与明

細書に記載されている保険料控除額を検証すると、35 年８月を除き、同人

に係るオンライン記録の標準報酬月額に基づく保険料額と同額又は低額で

あることが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る前述の被保険者名簿の申立人に係る欄を見ても、標準

報酬月額が遡及して訂正された形跡等は無く、記録に不自然な点も見当たら

ない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな



い。 

３ 申立期間③については、申立人は、Ｃ社Ｅ営業所又はＧ社で勤務し、厚生

年金保険に加入していたと主張している。 

しかし、申立人から提出された前述の履歴書を見ると、昭和 38年 12月に

Ｃ社に入社した旨記載されている上、申立期間における職歴の記載は無く、

申立人の主張と符合しない。 

また、Ｊ社及びＧ社は、申立人の人事記録及び賃金台帳は保管していない

としており、事業主から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除

の状況は確認できない。 

さらに、Ｃ社Ｅ営業所が厚生年金保険の適用事業所となった日（昭和 38

年 12月 23日）に資格を取得している被保険者８人（申立人を含む。）、同社

Ｋ営業所で申立期間に被保険者記録のある 17 人、及びＧ社で申立期間に被

保険者記録のある 10 人の計延べ 35 人のうち、連絡先の判明した 12 人に照

会したところ８人から回答を得たが、このうち６人は申立人を記憶しておら

ず、残る２人は申立人を記憶していたが、申立人の勤務していた時期までは

不明としているため、これらの者から申立人の申立期間における勤務実態等

は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間③に係る保険料控除を確認できる関連資料は

無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 12562 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 46年から 47年まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

申立期間の記録が無いことが分かった。 

私は、Ｂの資格を持っており、Ａ社ではＣ業務に従事していた。また、Ｄ

業務を行う同社の支社でも勤務した。 

申立期間には１日８時間、週６日間勤務し、厚生年金保険に加入していた

と思うので、申立期間に厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の陳述から判断して、申立人が、Ａ社においてＣ業務に従事

していたことが推認できる。 

しかし、商業登記の記録によると、Ａ社は平成 20 年に破産手続が終結して

おり、申立期間当時の事業主も病気のため、事業主等から申立人の雇用形態及

び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

また、申立人を記憶している複数の元従業員は、申立人が担当していたＣ業

務について、Ａ社の社員ではない外部に業務を委託する例が多かったと陳述し

ているところ、申立人と同様にＣ業務を担当していたとする者は、「私はＡ社

の社員ではなく、業務を請け負っていたので、国民健康保険に加入していた。」

としており、同社における厚生年金保険の被保険者記録が無い。 

さらに、申立人がＣ業務の傍ら勤務したとするＡ社の支社において、自身と

同様にＤ職として勤務していたとする同僚についても、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿において被保険者記録が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12563（事案 8415の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 28年９月８日から 29年 11月１日まで 

             ② 昭和 30年７月５日から同年 10月１日まで 

             ③ 昭和 31年６月１日から同年９月 24日まで 

昭和 28 年３月２日から 34 年８月 15 日まで、Ａ社に継続して勤務してい

たのに、厚生年金保険の被保険者記録が３回も途切れている。 

それで、年金記録確認第三者委員会に記録の訂正を申し立てたが、申立期

間における勤務は推定できるものの、保険料が控除されていたことまでは認

められないとして、申立ては認められなかった。 

前回の申立てが認められなかった理由の一つに、12 人の同僚も私と同じ

く被保険者資格の喪失及び取得を繰り返していることが挙げられているが、

私の二人の兄もＡ社で勤務していたので、兄の被保険者記録についても確認

してほしい。 

また、年金事務所保管の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、私の健康

保険被保険者証が社会保険事務所（当時）に返還されたことを表す記載がい

ずれの資格喪失時にもあるとのことであるが、在籍期間中に同被保険者証を

会社に返した覚えはない。 

新たに提出できる資料は無いが、前回の審議結果に納得できないので、改

めて調査の上、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、同僚の陳述から判断して、申立人が申立

期間もＡ社に継続して勤務していたことは推定できるものの、ⅰ）同社に係る

前述の被保険者名簿を見ると、申立期間において申立人と同様に、被保険者資



格の喪失及び取得を繰り返している同僚が 12 人確認できる、ⅱ）同社は既に

解散し、申立期間当時の事業主は連絡先が不明であり、上記 12人についても、

全員が死亡又は連絡先不明であることから、申立人の申立期間における勤務実

態及び保険料控除の状況について確認することができない、ⅲ）前述の被保険

者名簿を見ると、申立人の昭和 28 年９月８日、30 年７月５日及び 31 年６月

１日の被保険者資格の喪失に伴って、申立人の健康保険被保険者証が社会保険

事務所に返還されたことを表す「証返」の記載がいずれの資格喪失時にも確認

できる等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年 11 月 26 日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、「私の二人の兄もＡ社で勤務していたので、兄の被保険者

記録についても確認してほしい。」としているところ、前述の被保険者名簿を

見ると、申立人の兄二人のうち一人については、申立人と同様にその勤務した

とする期間の一部の被保険者記録が空白となっており、もう一人の兄について

は、一切の被保険者記録が確認できない。 

また、申立人は、「年金事務所保管の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、

私の健康保険被保険者証が社会保険事務所に返還されたことを表す記載が、い

ずれの資格喪失時にもあるとのことであるが、在籍期間中に同被保険者証を会

社に返した覚えはない。」と主張しているが、申立人から新たな資料等の提出

は無く、当該主張を裏付ける事情は見当たらない。 

なお、申立人は、｢被保険者記録に空白が生じているのは、会社が悪いのか、

それとも社会保険事務所が悪いのか、はっきりしてほしい。｣と主張している

ところ、申立期間当時の事業主は連絡先不明のため、事業主に被保険者資格の

喪失及び取得を繰り返す届出を行ったかどうかについて確認することはでき

ないが、事業主からこれらの届が提出されていないにもかかわらず、社会保険

事務所が申立人を含めた複数の者について、ほぼ同時期に複数回も被保険者記

録に空白を生じさせる記録を行うとは考え難いことから、事業主からこれらの

届出が行われた可能性が高いと考えられる。 

そのほかに、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12564 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年３月 12日から 43年２月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金が支給されたことに

なっている。しかし、脱退手当金という制度自体を知らなかったので、脱退

手当金は請求も受給もしていない。また、退職後すぐにＢ県から実家のある

Ｃ県に帰っていた。納得がいかないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人に係る脱退手当金裁定請求書を見ると、申立人の記名及び押

印とともに、住所欄には、Ｃ県に有る申立人の実家の住所が記載されている上、

同様に保管されていた申立人に係る脱退手当金計算書を見ると、脱退手当金の

送金先として当該住所地近くの金融機関が指定されているなど、その記載内容

に不自然な点は見られない。 

また、オンライン記録によると、申立期間に係る脱退手当金は、Ａ社におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約１か月後の昭和 43 年３月８日に

支給決定されている上、脱退手当金裁定請求書の「最後に被保険者として使用

された事業所」欄には、Ａ社の社名及び所在地のゴム印が押されており、前述

のとおり当該裁定請求書等には申立人の実家の住所及び送金先として当該住

所地近くの郵便局が記載されていることを踏まえると、申立人の委任に基づき

事業主による代理請求がなされた可能性が高いと考えられる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立人の

欄に脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が有るほか、申立期

間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りはないなど、一連の事務処理に不



自然な点は見当たらない。 

加えて、申立人は、Ａ社を退職後は再就職を考えていなかったとしており、

同社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から国民年金に昭和

54 年４月に加入するまで、申立人には公的年金の加入歴が無いことを踏まえ

ると、当時、申立人が、脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12565 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から 16年４月１日まで 

    日本年金機構から送付されてきた「厚生年金加入記録のお知らせ」により、

Ａ社に勤務していた申立期間の標準報酬月額が、実際の報酬額よりも低く記

録されていることが分かった。当時の報酬額は、標準報酬月額の最高等級以

上の額であったので、報酬額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務した申立期間の標準報酬月額が、実際の報酬額よりも

低く記録されていると申し立てている。 

しかし、Ａ社は、「申立人は外注者であったことから、売上げに応じた支払

をしていたと思われるが、申立人の売上げ及び支払などに関する資料は無く、

申立期間当時の事業主は既に死亡し、事務担当者も退職しているため、申立人

に係る標準報酬月額の決め方及び保険料控除額等は不明である。」としている。 

また、申立人は、申立期間当時の各月の報酬額を自ら記載した書類と、Ａ社

からの各月の振込額が記載された預金元帳を提出し、報酬額と振込額の差額が

控除された保険料の額であると主張しているが、当該差額のうち、厚生年金保

険料額の占める割合が明らかでないことから、保険料控除額を特定することが

できない上、前述のとおり、同社は当時の関連資料を保管していないとしてい

るため、実際の報酬額が申立人提出の書類どおりであったかどうかについて確

認することができない。 

さらに、オンライン記録において、申立期間当時にＡ社における被保険者記

録が確認できる複数の元従業員に照会したところ、オンライン記録の標準報酬

月額に基づく保険料よりも高い保険料が控除されていたとする者はいない上、

元従業員の一人が保管している申立期間当時の給料支払明細書（68 か月分）



を見ると、オンライン記録どおりの標準報酬月額に基づく保険料が控除されて

いることが確認できる。 

加えて、Ａ社提出の平成 14年度及び 15年度に係る健康保険被保険者報酬月

額算定基礎届を見ると、記載されている申立人の標準報酬月額は、オンライン

記録の標準報酬月額と一致している上、同社が加入しているＢ厚生年金基金及

びＣ健康保険組合に記録されている申立期間当時の標準報酬月額も、オンライ

ン記録の標準報酬月額と一致している。 

また、オンライン記録を見ても、申立人の標準報酬月額が遡及訂正されたな

どの不自然な点は見られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12566 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 46年頃から 50年頃まで 

           ② 昭和 50年頃から 52年頃まで 

           ③ 昭和 52年頃から 60年頃まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社、Ｂ社又は

Ｃ社及びＤ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いことが分か

った。 

申立期間①については、昭和 46年頃から 50年頃までＡ社においてＥ業務

従事者として継続して勤務した。また、申立期間②については、同年頃から

52 年頃までＢ社又はＣ社に継続して勤務した。申立期間③については、同

年頃から 60年頃までＤ社に継続して勤務した。 

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所としての記録は無

く、同事業所の所在地であったとするＦ市を管轄する法務局に商業登記の記録

も無い。 

また、申立人は、Ａ社の事業主について、名字しか記憶していないため特定

が困難であり、そのほかの同僚等の氏名を記憶していないことから、これらの

者から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除等を確認すること

ができない。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の被保険者記録は見当たらない。 

なお、申立期間のうち、昭和 47 年２月１日から同年 10 月 18 日までの期間

において、申立人は、Ａ社とは別の事業所において厚生年金保険の被保険者記

録が確認できる。 



一方、オンライン記録によると、申立人主張の「Ａ社」の所在地であるＦ市

において、「Ｇ社」という類似名称の厚生年金保険適用事業所が確認できるこ

とから、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を調査したが、

申立人に該当する記録は見当たらなかった。 

また、当該「Ｇ社」に係る前述の被保険者名簿において、申立期間に被保険

者記録の有る 46 人のうち、所在の判明した７人に照会したところ、３人から

回答を得たが、いずれも申立人に係る記憶はないとしている。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ社又はＣ社に勤務していたと陳述してい

るところ、いずれも厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、当該事業

所の所在地であったとするＨ市を管轄する法務局に商業登記の記録も見当た

らない。 

また、申立人は、事業主及び同僚の氏名を記憶しておらず、これらの者から

申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除等を確認することができ

ない。 

さらに、申立人のＢ社及びＣ社における雇用保険の被保険者記録は見当たら

ない。 

なお、申立人主張の事業所所在地であるＨ市において、「Ｉ社」という類似

名称の厚生年金保険適用事業所が確認できることから、同社に係る健康保険厚

生年金保険事業所別被保険者原票を調査したが、申立人に該当する記録は見当

たらない上、同被保険者原票から所在の判明した４人に文書照会し、１人から

回答を得られたものの、申立人に係る記憶はないとしている。 

申立期間③について、Ｄ社は厚生年金保険の適用事業所としての記録は無く、

同事業所の所在地であったとするＦ市を管轄する法務局に商業登記の記録も

無い。 

また、申立人は、Ｄ社の事業主の氏名を記憶しておらず、唯一記憶している

として氏名を挙げた同僚はオンライン記録において特定できなかったことか

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除等を確認することがで

きない。 

さらに、申立人のＤ社における雇用保険の被保険者記録は見当たらない。 

加えて、昭和 53年から 59年までの職業別電話帳において、Ｄ社を検索した

が、該当する事業所は見当たらなかった。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③に係る保険料控除を確認できる関

連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 12567 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年 10月４日から 57年５月６日まで 

厚生年金保険の加入期間について年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤

務した期間のうち、申立期間の記録が無いとの回答をもらった。同社には、

昭和 51 年 10 月から 60 年３月まで勤務していたので、申立期間について、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 51年 10月からＡ社に勤務していたので、申立期間における

厚生年金保険料控除及び健康保険被保険者証に係る記憶はないものの、厚生年

金保険の加入記録が 57 年５月６日からとなっているのは納得できないとして

いるところ、申立人は、51年 10月４日に同社において雇用保険の被保険者資

格を取得していることから、申立人の申立期間における勤務は確認できる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間当時の保険料控除に係る資料は保存していない。」

としており、申立期間当時の事業主は、「申立期間当時は、原則として、社員

全員を厚生年金保険に加入させる取扱いとしていたが、給与から保険料の控除

を希望しないとする者については加入させてなかったので、申立人についても、

入社時から加入していないのであれば、６年もの長期間にわたって資格取得の

手続を失念するとは考え難いことから、本人の希望によるものではないかと思

われる。また、加入していない者の給与から保険料控除することは断じてなか

った。」と陳述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に

被保険者であったことが確認でき、所在が判明した同僚 18 人に照会したとこ

ろ、13人から回答があり、そのうちの 11人が申立人の申立期間における勤務

は記憶しているものの、いずれの者も、申立人の厚生年金保険料控除について



までは分からないとしている。 

さらに、上述の同僚照会で回答を得た者のうちの１人で、申立人を先輩とし

て記憶する者は、「申立人については分からないが、私の場合は、昭和 53年１

月の入社時に、Ａ社の会計担当者から、給与から保険料控除を希望しないので

あれば、国民年金に加入するよう勧められた。厚生年金保険には、入社数年後

に申し出て加入させてもらった。」としているところ、当該会計担当者は、Ａ

社に係る前述の被保険者名簿において確認できるものの所在不明であり、後任

の会計担当者は、現在病気療養中であるとされることから事情聴取は困難であ

るものの、当該同僚の雇用保険の資格取得日は昭和 53年１月 23日であるのに

対し、厚生年金保険の資格取得日は 55年 11月６日となっていることから、陳

述と符合する。 

加えて、Ａ社が加入していたＢ厚生年金基金の資格取得日は、昭和 57 年５

月６日となっており、年金事務所の記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除について確認できる関連資料

は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12568 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名  ：  男 

    基礎年金番号  ：   

    生 年 月 日  ：  昭和 16年生 

    住    所  ：   

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 33年３月 21日から同年６月１日まで 

              ② 昭和 38年６月 16日から 39年３月１日まで 

             ③ 昭和 39年３月 30日から同年７月 16日まで 

             ④ 昭和 39年 11月１日から 40年 10月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について年金事務所に照会したところ、Ａ社（現

在は、Ｂ社）に勤務していた昭和 33年３月 21日から同年６月１日までの期

間、Ｃ社（現在は、Ｄ社）Ｅ事業部に勤務していた 38 年６月 16 日から 39

年３月１日までの期間、Ｆ社に勤務していた同年３月 30日から同年７月 16

日までの期間、及びＧ社に勤務していた同年 11 月１日から 40 年 10 月１日

までの期間について、加入記録が無い旨の回答を得た。当該①、②、③及び

④の申立期間については、各事業所の事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていたので、各申立期間について厚生年金保険被保険者であった

ことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人と同日の昭和 33 年６月１日に被保険者資格を取得している女性従

業員二人のうちの一人は、「私は、中学を卒業してすぐの昭和 33年３月に入社

したところ、申立人も同月に入社したと記憶している。」と陳述していること

から、申立人の申立期間における勤務が推認できる。 

しかし、Ｂ社は、申立期間当時の資料を保管していないため、申立人に係る

勤務実態及び保険料控除については確認できないとしている。 

また、上述の、申立人と同日にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を

取得している女性従業員は、同人自身の厚生年金保険被保険者資格の取得日が



入社３か月後となっていることについて、「見習期間だったからだと思う。」

旨陳述している。 

さらに、申立人は、「Ａ社には、姉の紹介で入社した。」としているところ、

申立人の姉夫婦は、「Ａ社においては試用期間があり、当該期間については厚

生年金保険に加入しておらず、保険料も控除されていなかった。」と陳述して

おり、姉夫婦各々の厚生年金保険被保険者資格の取得日は、各々が記憶する入

社日の３か月後となっており、陳述と符合する。 

加えて、申立人を記憶し、オンライン記録において、昭和 34 年 12 月 19 日

にＡ社で被保険者資格を取得している者は、「前職を昭和 34年８月に退職し、

すぐにＡ社に入社したが、厚生年金保険の資格取得日は入社４か月後となって

いる。」としている。 

これらのことから、Ａ社は、申立期間当時、従業員については試用期間を設

けており、入社後すぐに厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったこ

とがうかがえる。 

申立期間②について、申立人は、「昭和 35年にＣ社Ｈ営業所に入社し、途中

で同社Ｉ営業所へ異動したが、39 年２月末日まで継続して勤務し、期間を空

けずにＪ社に転職した。」と申し立てている。 

しかし、Ｄ社は、「申立人が当社Ｈ営業所から異動したとする当社Ｉ営業所

は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったので、同営業所に勤務する者につ

いては、Ｈ営業所において厚生年金保険に加入させており、同営業所への異動

を理由として資格を喪失させることはなかった。」と回答しているところ、同

社提出の退職者管理台帳における申立人の雇入年月日及び退社年月日は、厚生

年金保険被保険者の資格取得日及び資格喪失日と一致している。 

また、申立人のＣ社における同僚で、退職後に婚姻した申立人の元妻は、「私

は、申立人とほぼ同日に退職した。｣と陳述しているところ、同人の資格喪失

日は、申立人の１日後の昭和 38年６月 17日であることがオンライン記録によ

り確認できる。 

申立期間③について、申立人は、「Ｆ社に入社したのは、前職のＪ社を辞め

てすぐであり、入社と同時に厚生年金保険に加入した。」と申し立てている。 

しかし、Ｆ社は、「申立期間当時の関係書類は保管しておらず、申立人の勤

務実態及び保険料の控除は確認できないが、入社日から資格取得日に空白期間

があるとすれば、試用期間を設けていたためであると思われる。加入させてい

ない従業員の給与から保険料控除していたとは考え難い。」旨陳述している。 

また、Ｆ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当

時に被保険者記録のある同僚６人に照会し、４人から回答を得たところ、その

うち自身の入社日を記憶している２人は、「入社日から資格取得日までに空白

期間がある。」としていることから、同社の陳述と符合する。 

これらのことから、Ｆ社は、申立期間当時、従業員については試用期間を設



けており、入社後すぐに厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったこ

とがうかがえる。 

申立期間④について、申立人は、「Ｇ社に入社したのは、前職のＦ社を辞め

てすぐであり、入社と同時に厚生年金保険に加入した。」と申し立てている。 

しかし、Ｇ社は、昭和 41年６月 10日に既に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、同年８月 20 日に解散していることが商業登記により確認で

きる上、申立期間当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除について確認できない。 

また、申立人は、Ｇ社の事務担当者の名前を挙げているところ、同社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、同人の氏名は確認できるが、既

に死亡していることから、事情照会できない。 

さらに、Ｇ社に係る前述の被保険者名簿において、申立期間当時に被保険者

記録が有る者のうち、所在が判明した６人に文書照会したところ、３人から回

答があり、そのうちの２人は申立人を記憶しておらず、唯一申立人を記憶して

いるとする者についても、申立人の勤務期間及び保険料控除についてまでは分

からないとしている。 

このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④に係る保険料の控除を確認で

きる関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12569 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 58年６月８日から 63年５月１日までの期

間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、昭和 63年５月１日から平成４年４月 23

日までの期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58年６月８日から 63年５月１日まで 

             ② 昭和 63年５月１日から平成４年４月 23日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社（現在は、

Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間①の記録が無いとの回答があっ

た。同社ではＣ業務の仕事をしており、入社後間もなく厚生年金保険に加入

したはずなので、申立期間①を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

    また、Ａ社で勤務していた期間の給与は、40万円から 50万円ぐらいまで

であったのに、標準報酬月額の記録は 15万円から 18万円までとなっている

ので、調査の上、申立期間②の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人提出のＡ社発行の表彰状交付日及び複数の同僚

の陳述から、期間は特定できないものの、申立人は、申立期間に同社で勤務し

ていたことが認められる。 

しかしながら、Ｂ社は、「当社では、現在、正社員は厚生年金保険の加入対

象、パート従業員は厚生年金保険の加入対象外として取り扱っており、パート

従業員がある程度の成績を残し、かつ、責任者又は本人からの申請があった場

合は正社員に登用し、同時に厚生年金保険の加入手続を行っている。しかし、

現在も在籍中で勤務年数が長い正社員の中には、厚生年金保険に加入していな



い者が数人いるため、申立期間当時も、現在と同様に全ての正社員を加入対象

とする取扱いをしていたかは不明である。申立人の勤務期間、雇用形態、厚生

年金保険の加入時期及び保険料控除については、申立期間当時の資料が残って

いないことから不明である。」旨回答している。 

また、申立人は、「入社当初はパート勤務であったが、数か月勤務した後に

正社員になった。」としているところ、申立人が正社員になった時期を記憶し

ている同僚はおらず、申立人の正社員登用時期を確認することはできない。 

さらに、同僚の一人は、「入社時に正社員として勤務し、厚生年金保険に加

入することを希望したので、入社当初から正社員となり厚生年金保険に加入し

た。」旨回答し、別の同僚は、「ある程度の実績を積んだため、正社員になるこ

とを勧められたが、夫の健康保険の被扶養者となっていたので断った。しかし、

入社から約 12 年後に夫の被扶養者ではなくなったので、正社員になることを

希望し厚生年金保険に加入した。」旨回答している上、別の同僚は、「入社から

約 10 か月後に、自身から希望して正社員になったが、同時に厚生年金保険に

加入したかは覚えていない。」旨回答しているところ、当該同僚のオンライン

記録による資格取得日は、正社員になった約６か月後となっているなど、申立

期間当時のＡ社では、雇用形態及び厚生年金保険被保険者の資格取得時期に一

律の基準はなく、区々
まちまち

となっている。 

なお、申立人のオンライン記録を見ると、昭和 49 年４月 21 日から 61 年４

月 21 日までの期間は、申立人の実家が経営していたとするＤ社において厚生

年金保険の被保険者記録が有り、同年４月 21日から 63年５月１までの期間は、

国民年金の第３号被保険者となっていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、申立人は、Ａ社における昭和 63 年５月１日から平成

４年４月 23 日までの標準報酬月額（15 万円から 18 万円まで）が当時に受け

取っていた給与額（40万円から 50万円まで）より低額であると申し立ててい

る。 

しかしながら、Ｂ社は、「現在の給与体系は保証給と歩合給に分かれており、

標準報酬月額の算定の基礎としているのは保証給だけで、歩合給については標

準報酬月額の算定の基礎には含めていない。申立期間当時のことは資料も無く

分からない。」旨回答している。 

また、申立期間当時、Ａ社において給与事務を行っていた同僚は、「Ｅ職の

給料は、保証給と歩合給とで構成されていた。したがって、毎月の給与額は、

成績によって大幅な変動があった。そのため、保証給の金額を標準報酬月額と



して、それに見合う保険料を給与から控除していた。」旨陳述している。 

さらに、申立期間に申立人と同じＣ業務の仕事をしていた同僚から提出され

た給与明細書を見ると、現在のＢ社の給与体系及び標準報酬月額の算定方法と

同じように、保証給部分及び歩合給部分に分かれており、標準報酬月額は保証

給部分の合計額で算定されているものと認められ、保険料控除額はオンライン

記録に見合う保険料が控除されていることが確認できる。 

加えて、オンライン記録では、標準報酬月額が遡って訂正された等の事情は

確認できず、記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人が、申立期間②において、その主張する標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間②について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12570 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年２月 26日から 51年８月１日まで 

             ② 昭和 51年８月１日から 57年４月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、申立期間①及び

②の期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

申立期間①については、私は、昭和 48年９月 20日にＡ社に入社し、Ｂ業

務従事者として 51 年７月 31 日まで勤務しており、申立期間②については、

同年８月１日にＣ社に入社し、同じくＢ業務従事者として 61年８月 30日ま

で勤務していたので、申立期間①及び②を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社で勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ａ社は、平成４年２月４日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、当時の資料も保存されていないことから、申立人の申立

期間における勤務実態及び保険料控除の状況について確認することができ

ない。 

また、申立人は、Ａ社における同僚として４人の氏名を挙げており、その

うち、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保険者記

録の有る２人に事情照会し回答を得られたところ、１人は「申立人は覚えて

いない。自身の年金記録は自身の記憶と合っているが、厚生年金保険につい

ては、手取りが少なくなるので加入しない者が何人かいた。」旨陳述してお

り、もう１人は、「申立人とは私がＡ社へ入社した後に知り合い、同社の社

員であったことを知ったが、自身が入社した時には既におらず一緒に働いた

記憶がない。自身の厚生年金保険の加入記録は自身の記憶と合致している。」



旨陳述している。 

さらに、上記の４人の同僚とは別に上記被保険者名簿から、申立期間に被

保険者記録の有る者 19 人のうち所在の判明した７人に事情照会し、４人か

ら回答を得られたものの、申立人について記憶のある者はいない。 

加えて、上記被保険者名簿において、健康保険の整理番号に欠番は無い上、

同名簿の記録に不自然な点も見られないほか、オンライン記録において、申

立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間に係

る被保険者記録は見当たらない。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間を含

めてＣ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｃ社は、平成 16 年 11 月 30 日に厚生年金保険の適用事業

所ではなくなっており、事業主及び社会保険事務担当者は既に亡くなってい

ることから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況につ

いて確認することができない。 

また、申立人は、Ｃ社における同僚として５人の氏名を挙げているところ、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において全員の被保険者記

録が有るものの、そのうち２人は既に亡くなっており、１人は所在不明のた

め、残りの２人に事情照会し唯一回答の得られた１人は、「申立人を記憶し

ている。同じ職場の先輩であった。自身の記録も入社は昭和 54 年４月なの

だが、記録は３年後の 57 年４月からとなっている。53 年に高校を卒業し、

１年間他の事業所で働いた後、すぐにＣ社に移ったことを記憶しているので、

入社した時期に間違いはないと思う。」旨陳述しており、申立期間において、

同社は、必ずしも従業員全員を入社後すぐに厚生年金保険に加入させる取扱

いをしていなかったことがうかがえる。 

さらに、上記の５人の同僚とは別に上記被保険者名簿から、申立期間当時

に被保険者記録の有る者 20 人のうち所在の判明した９人に事情照会し、４

人から回答を得られたものの、２人は申立人を記憶しておらず、２人は「申

立人が勤務していた記憶はあるが、申立人の勤務期間及び厚生年金保険に加

入していたかどうかなどは分からない。」旨陳述しており、申立人の申立期

間における保険料控除の状況を確認することができない。 

加えて、Ｃ社が加入するＤ協同組合の社会保険事務担当者は、「厚生年金

保険については、当組合に単独で加入している者と事業所単位で加入してい

る者といるが、必ずしも全員が加入していることはなかった。」と陳述して

いる。 

また、上記被保険者名簿において、健康保険の整理番号に欠番は無い上、

同名簿の記録に不自然な点も見られないほか、オンライン記録において、申

立人の氏名の読み方の違い等による検索を行ったが、申立人の申立期間に係

る被保険者記録は見当たらない。 



３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12571 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年７月 26日から同年８月１日まで 

    年金事務所へ厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社で勤

務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。私が同社

を退職したのは昭和56年７月 31日であり、また、給料支払明細書を見ると、

申立期間を含めた 39 か月分の保険料が控除されているので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の昭和53年５月分から56年７月分までの給料支払明細書による

と、申立人主張のとおり、各月の給与から厚生年金保険料が控除されているこ

とが確認できる。 

しかしながら、雇用保険の加入記録及びＡ社提出の健康保険厚生年金保険被

保険者資格喪失確認通知書によると、申立人は、同社を昭和 56年７月 25日に

退職したことが確認できる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、申

立期間に被保険者記録の有る同僚５人に事情照会し、３人から回答を得られた

ものの、申立人が申立期間においても勤務していたとする具体的な陳述は得ら

れない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態について確認できる関連資料

及び周辺事情は見当たらない。 

一方、厚生年金保険法第 19 条によると、被保険者期間を計算する場合は、

月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の

前月までをこれに算入するとされており、また、同法第 14 条では、資格喪失

の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日とされていることから、



申立人のＡ社における資格喪失日は、昭和 56年７月 26日であり、申立人が主

張する申立期間は厚生年金保険の被保険者期間とはならない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間において厚生年金保険の被保険者であったことを認めること

はできない。 



大阪厚生年金 事案 12572 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 63年９月１日から平成８年 10月１日まで

の期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成８年 10月１日から 10年１月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年９月１日から平成 10年１月１日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の

標準報酬月額が実際の給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。

社会保険事務所（当時）の指導により引き下げられたものであることから、

正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における標準報酬月額は、当初、平

成３年４月から４年９月までは 53 万円と記録されていたところ、同年９月１

日付けで、３年４月１日に遡って 20 万円に減額訂正されていることが確認で

きる。また、昭和 63年９月から平成元年 11月までは 47万円、同年 12月から

３年３月までは 53 万円、上記訂正後の期間を含む同年４月から５年９月まで

は 20 万円、同年 10 月から８年９月までは 30 万円と記録されていたところ、

同年 12 月５日付けで、その全ての期間について、９万 8,000 円へと遡及して

減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿及び申立人の陳述により、申立人は、

申立期間前の昭和 62年７月 24日から現在までの期間において、同社の代表取

締役であることが確認できる。 

また、申立人は、「平成４年頃には、景気が悪く事業が成り立たなくなった。

社会保険料を滞納していたことから、社会保険事務所の徴収課長との話が２回



有り、８年頃に国民年金に切り替えるように言われて、『記録事項訂正届』を

提出する等の手続をした。」旨陳述し、平成８年 12月５日付け遡及訂正と符合

する「健康保険厚生年金保険被保険者資格記録事項訂正について（通知）」を

提出しており、申立てに係る標準報酬月額を減額訂正する届出が事業所により

なされ、申立人が関与したことがうかがえる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、会社の業務を執行する責任

を負っている代表取締役として、自らの標準報酬月額に係る記録訂正処理の無

効を主張することは信義則上許されず、申立期間のうち、昭和 63 年９月１日

から平成８年 10 月１日までの期間における標準報酬月額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 

次に、申立期間のうち、平成８年 10月１日から 10年１月１日までの期間に

ついては、オンライン記録において、申立人のＡ社における標準報酬月額は、

９万 8,000円と記録されているところ、当該期間については、上記遡及訂正処

理との直接的な関係をうかがわせる事情が見当たらず、社会保険事務所の処理

が不合理であったとは言えない。 

また、Ａ社における被保険者は申立人一人となっており、当該期間の給与月

額及び保険料控除額が確認できる資料の提出は無い。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について、確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

さらに、上記のとおり、申立期間当時、Ａ社の代表取締役であったことが確

認できる申立人は、同社において社会保険関係の届出等に権限を有し、厚生年

金保険料の給与からの控除及び社会保険事務所に対する保険料の納付につい

ても知り得る立場であったと考えるのが相当である。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を、事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、当該事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないこと

を知り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の

対象とすることはできない旨規定されている。 

そのため、仮に、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を控除されていたとしても、申立期間当時、Ａ社の代表取締

役であった申立人は、上述のとおり特例法第１条第１項ただし書の規定に該当

する者と認められることから、当該期間については同法に基づく記録訂正の対

象とすることはできない。 



大阪厚生年金 事案 12573 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年３月 19日から 32年５月 19日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間に係る脱退手当金が

支給済みとなっている。  

しかし、私は、Ａ社を突然退職したため、退職金及び退職月の給与さえも

受給しておらず、脱退手当金についても請求及び受給していないので、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、脱退手当金が

支給されたことを示す「脱退手当金」の表示のほか、支給金額及び支給年月日

等の記載が確認でき、これらの記録は、オンライン記録と一致している。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りはなく、Ａ社で

の申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後の、昭和 32 年

８月 12 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

さらに、申立期間に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度

創設前であり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間がなければ年金は受給

できなかったことから、当時、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さ

はうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12574 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年３月 23日から 35年９月 21日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ営業所に勤務した期

間に係る脱退手当金が支給済みとなっている。 

しかし、私は、Ａ社Ｃ営業所を退職後、一度も社会保険事務所（当時）に

行っておらず、脱退手当金の支給決定日とされている昭和 36年５月 22日頃

は、職業訓練を受講しており、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給して

いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

しかし、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立期間に係

る脱退手当金が支給決定される直前の昭和 36年３月 24日付けで、脱退手当金

の算定のために必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手

当金の裁定庁へ回答したことを示す「回答済 36 ３ 24」の表示が確認できる。 

また、Ａ社Ｃ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄

には、脱退手当金が支給されたことを示す「脱」の表示が確認できる上、申立

期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りはなく、同事業所での申立人

の厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約８か月後の昭和 36年５月 22日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、Ａ社Ｃ営業所に係る前述の被保険者名簿において、申立人と同一時

期（おおむね２年以内）に脱退手当金の受給要件を満たして厚生年金保険被保

険者資格を喪失した女性 19 人(申立人を含む。)について、脱退手当金の支給

記録を調査したところ、18人に支給記録が確認できる。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金  事案 12575 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者としての資格喪失日及び

資格取得日に係る記録訂正を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 53年７月２日から 55年４月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、自身が代表取締

役であるＡ社での申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無いことが分

かった。私は、同社が厚生年金保険の適用事業所となった日から、平成 20

年３月８日に資格を喪失するまで、継続して被保険者であった。しかし、昭

和 55年４月に、妻が同社で厚生年金保険の資格を取得する手続を行った際、

私の厚生年金保険被保険者の記号番号が社会保険事務所（当時）で誤って記

録されており、私が、申立期間に厚生年金保険に加入しながら、国民年金保

険料と国民健康保険料を支払続けていたということが分かった。 

申立期間の記録が無いのは、社会保険事務所が、私の厚生年金保険被保険

者の記号番号を誤っていたことを隠ぺいするために、記録を改ざんしたこと

が原因であるので、申立期間も私が厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るオンライン記録を見ると、申立人は、自身が代表取締役であっ

たＡ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 53 年６月１日に、同社で被

保険者資格を取得したが、およそ１か月後の同年７月２日に同資格を喪失し、

その後 55 年４月１日に同社で再取得しているところ、申立人は、社会保険事

務所において誤って記録されていた自身の厚生年金保険被保険者に係る記号

番号が正しく訂正されなかった結果として、申立期間が遡及して未加入期間と

されたと主張している。 

そこで、申立人提出の申立人に係るⅰ）昭和 53 年６月１日付け健康保険厚

生年金保険被保険者資格取得確認通知書（昭和 53 年６月１日付け社会保険事

務所の受付印有り）、ⅱ）同年７月２日付け同資格喪失確認通知書（昭和 53年

７月 22日付け社会保険事務所の受付印有り）及びⅲ）55年４月１日付け同資



格取得確認通知書（昭和 55年７月 16日付け社会保険事務所の受付印有り）を

見ると、ⅰ）及びⅱ）においては、申立人の厚生年金保険被保険者台帳記号番

号が誤って記載されていることが確認でき、ⅲ）については、一旦誤った被保

険者台帳記号番号が記載された後に、正しい記号番号に訂正された事跡が確認

できるところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立

人の 53 年６月１日から同年７月２日までの厚生年金保険被保険者期間に係る

被保険者台帳記号番号欄においても、同様の訂正の事跡が見受けられる。 

しかし、当該被保険者台帳記号番号の訂正処理に伴って、自身の厚生年金保

険被保険者記録が改ざんされたという申立人の主張を裏付ける資料及び周辺

事情は見当たらず、不自然な処理が行われた事跡を確認することはできない。

なお、日本年金機構は、「申立期間当時、健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の記号番号の訂正は、誤った記号番号部分を二重線で抹消し、正しい記号番号

を記入することによって行っていた。」としている。 

また、上記被保険者名簿における申立人の昭和 53 年６月１日から同年７月

２日までの厚生年金保険被保険者期間に係る備考欄には、同年７月２日の資格

喪失に伴って、申立人から社会保険事務所へ健康保険被保険者証が返却された

ことを示す記載が確認できる上、これらの届書及び同被保険者名簿の記録は、

Ａ社に係る被保険者増減表の記録とも一致している。 

さらに、申立人は、申立期間当時、Ａ社によって厚生年金保険料を給与から

控除され、社会保険事務所に対して保険料が納付されていた裏付けとして、申

立期間を含む昭和 53年から 56年までの確定申告書控えを提出しているが、そ

れらに記載されている申立期間に係る社会保険料控除額は、同申告書控えに記

載されている申立人の同社での給与額に見合う社会保険料の総額とかい離し

ている上、二人分（申立人及びその妻）の国民年金保険料と 55 年の確定申告

書控えの記載から推認できる国民健康保険料を合わせた額と符合する。 

なお、申立人は、申立期間に係る自身の報酬について、上記の確定申告書控

えに記載されている給与額よりも低かったと主張しているが、前述の昭和 53

年６月１日付け資格取得確認通知書には、申立人の標準報酬月額は最高等級と

記載されているところ、その後、申立人に係る標準報酬月額を低く変更する届

出が行われたことを確認することはできない。 

加えて、申立人の国民年金被保険者台帳からは、申立人の主張どおり、申立

人が、申立期間の国民年金保険料を現年度納付していることが確認できるが、

還付事跡が確認できるのは、申立期間後の、昭和 55 年４月から同年６月まで

の３か月の国民年金保険料についてのみである。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連

資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人の申立期間における厚生年金保険被保険者としての資格喪失日及び資格

取得日に係る記録の訂正を認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年４月４日から 44年６月 20日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、妻（当時）と一

緒に入社し、社員寮に夫婦で居住してＢ業務に従事していた。妻に加入記録

が有るのに、私に加入記録が無いことに納得がいかない。申立期間について、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚等の陳述から判断して、申立人が、申立期間のうち、少なくとも

妻の加入期間である昭和 41年４月４日から 43年５月６日までは、Ａ社に勤務

していたことが推認できる。 

しかし、申立人が名前を記憶する男性従業員の中には、Ａ社に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿において厚生年金保険の被保険者記録が確認でき

ない者がいる上、同僚の一人は、「申立期間当時、申立人自身が、『健康保険被

保険者証を持っていない。』と言っていた。」と、具体的に陳述している。 

また、前述の被保険者名簿からは、申立期間のＡ社における被保険者数が、

７人から 16 人までの範囲内で推移していたことが確認できるところ、一方で

複数の元従業員は、申立期間における同社の従業員数について、30 人程度だ

ったと陳述しており、申立人自身も 15人ないし 20人程度だったと陳述してい

ることから、申立期間当時、同社では、必ずしも全ての従業員を健康保険及び

厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人のＡ社に係る雇用保険の被保険者記録は確認できないところ、

前述の被保険者名簿において、申立期間の始期である昭和 41 年４月４日の前

後１年以内に、同社で厚生年金保険の被保険者資格を取得している者のほぼ全



員が、当該保険の資格取得日から１か月以内に雇用保険の加入資格を取得して

いることが確認できる。 

加えて、Ａ社は、昭和 62 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、現在の代表取締役は、「申立期間当時の事業主は既に死亡しており、当時

の社会保険事務担当者も不明な上、申立期間当時の資料は保管されていない。」

旨陳述していることから、申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確

認することができない。 

また、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番は

無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 17年 10月７日から 18年７月１日まで 

ねんきん定期便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬

月額が 36万円と記録されていることが分かった。申立期間は、毎月 60万円

の給与を支給されていたので、申立期間の標準報酬月額を実際の給与額に見

合う 59万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」

という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

そこで、Ａ社提出の申立人に係る賃金台帳兼所得税源泉徴収簿を見ると、申

立期間の厚生年金保険料控除額は、申立人のオンライン記録における標準報酬

月額に基づく保険料額と一致している。 

また、当該オンライン記録における標準報酬月額は、Ａ社提出の健康保険厚

生年金保険被保険者資格取得届の写しに記載されている標準報酬月額、Ｂ厚生

年金基金が記録する標準給与月額及びＣ健康保険組合が記録する標準報酬月

額のいずれとも一致する上、オンライン記録に遡及訂正等の事跡は無く、記録

に不自然な点も見られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12578 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から６年４月１日まで 

「厚生年金加入記録のお知らせ」により、Ａ社に勤務した期間のうち、申

立期間の標準報酬月額が実際の給与額よりも低く記録されていることが分

かった。申立期間当時の事業主は私の夫であり、申立期間に標準報酬月額を

下げる届を社会保険事務所（当時）に提出した記憶はないとしているので、

正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の給与額はその前の期間と同額であったのに、申立期間

の標準報酬月額がその前の期間の標準報酬月額よりも低く記録されていると

申し立てている。 

しかし、Ａ社は、平成９年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

申立人の夫である元事業主も賃金台帳等を保存していないため、申立人の申立

期間における保険料控除等の状況を確認することができない。 

また、Ａ社は、申立期間当時、Ｂ厚生年金基金に加入しているところ、同基

金堤出の厚生年金基金加入員台帳に記録されている申立人に係る標準報酬月

額はオンライン記録と一致している上、同基金の担当者は、「月額変更の届出

は、７枚又は８枚の複写式で行っており、その中に社会保険事務所に提出する

書類も含まれているため、社会保険事務所の記録と当基金の標準報酬月額の記

録が一致しているのであれば、事業所が届け出た記録に間違いない。」として

いる。 

さらに、Ａ社が申立期間当時に加入していたＣ健康保険組合提出の加入員台

帳を見ても、申立人の申立期間における標準報酬月額は、オンライン記録及び

Ｂ厚生年金基金の記録と一致している。 



加えて、オンライン記録によると、申立期間に標準報酬月額が減額改定され

ているのは、申立人及び事業主であるその夫の二人だけであり、また、遡及訂

正等の不自然な点も見られない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 12579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 平成５年 11月１日から６年４月１日まで 

「厚生年金加入記録のお知らせ」により、Ａ社に勤務した期間のうち、申

立期間の標準報酬月額が実際の給与額よりも低く記録されていることが分

かった。申立期間当時の事業主は私であり、申立期間に標準報酬月額を下げ

る届を社会保険事務所（当時）に提出した記憶はないので、正しい標準報酬

月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の給与額はその前の期間と同額であったのに、申立期間

の標準報酬月額がその前の期間の標準報酬月額よりも低く記録されていると

申し立てている。 

しかし、Ａ社は、平成９年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主である申立人は、賃金台帳等の関連資料を保存していないため、申立

人の申立期間における保険料控除等を確認することができない。 

また、Ａ社は、申立期間当時、Ｂ厚生年金基金に加入しているところ、同基

金堤出の厚生年金基金加入員台帳に記録されている申立人に係る標準報酬月

額はオンライン記録と一致している上、同基金の担当者は、「月額変更の届出

は、７枚又は８枚の複写式で行っており、その中に社会保険事務所に提出する

書類も含まれているため、社会保険事務所の記録と当基金の標準報酬月額の記

録が一致しているのであれば、事業所が届け出た記録に間違いない。」として

いる。 

さらに、Ａ社が申立期間当時に加入していたＣ健康保険組合提出の加入員台

帳を見ても、申立人の申立期間における標準報酬月額は、オンライン記録及び

Ｂ厚生年金基金の記録と一致している。 



加えて、オンライン記録によると、申立期間に標準報酬月額が減額改定され

ているのは、事業主である申立人及びその妻の二人だけであり、また、遡及訂

正等の不自然な点も見られない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

なお、当委員会では、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律（以下「特例法」という。）に基づき記録訂正が認められるかを判

断しているところであるが、特例法第１条第１項ただし書では、特例対象者（申

立人）が、事業主が厚生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知

り、又は知り得る状態であったと認められる場合については、記録訂正の対象

とすることはできない旨規定されている。 

仮に、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることができたとして

も、申立人は、申立期間当時、特例法第１条第１項ただし書に規定される「保

険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であったと認め

られる場合」に該当すると認められるため、申立期間については、同法に基づ

く記録訂正の対象とすることはできない。



大阪厚生年金 事案 12580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、Ａ被用者年金（現在は、Ｂ被用者年金）の被

保険者であったと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることもできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年６月１日から 46年３月１日まで 

ねんきん特別便により、Ｃ社（現在は、Ｄ社）に勤務した期間のうち、申

立期間の加入記録が無いことが分かった。申立期間は、臨時社員として同社

Ｅ営業所に勤務し、Ａ被用者年金に加入していた期間なので、同被用者年金

の組合員であったことを認めてほしい。 

また、Ａ被用者年金の加入記録が無ければ、Ｃ社Ｅ営業所で厚生年金保険

に加入しているかもしれない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＦ社提出の臨時社員就労カードによると、申立人は、

申立期間において、Ｃ社Ｅ営業所に所属し、臨時社員として継続して勤務して

いたことが認められる。 

しかし、Ｂ被用者年金は、「公共企業体職員等共済組合法第十二条により、

申立期間当時、臨時社員は、Ａ被用者年金の組合員になれなかった。」と陳述

しているところ、当該法によれば、臨時に使用される者は、組合員とされる者

から除外されていることが確認できる。 

また、申立人に係る組合員原票を見ると、組合名欄には、「Ａ被用者年金」、

資格取得年月日欄には、「46・３・１」と記載されていることが確認でき、オ

ンライン記録と一致する。 

なお、申立人は、前述の臨時社員就労カードの備考欄において、「資格取得

年月日 44.６.１」及び「被保険者番号」の記載が確認できることを理由とし

て、申立期間もＡ被用者年金に加入していたと主張しているが、当該資格取得



年月日及び被保険者番号は、申立人に係る雇用保険の資格取得日及び被保険者

番号と一致しており、当該記載は、申立人の雇用保険に係る記載であると考え

られる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、Ａ被用者年金の組合員であったと認めることはで

きない。 

一方、申立人は、申立期間について、Ｃ社Ｅ営業所で厚生年金保険に加入し

ている可能性もあると主張している。 

しかし、オンライン記録によると、申立人が、Ｃ社に同期入社し、申立期間

に同社Ｅ営業所で同職種であったと記憶している同僚には、Ａ被用者年金加入

期間の前に厚生年金保険の加入記録を確認できない。 

また、Ｆ社は、「臨時社員は、申立期間当時、厚生年金保険の加入対象者で

あった。」としているが、同社は、Ｃ社において、臨時社員の厚生年金保険へ

の加入は、事業所単位の裁量にゆだねられていたとも回答しており、同社にお

いては、必ずしも全ての臨時社員を厚生年金保険に加入させていたわけではな

かったことがうかがえる。 

さらに、Ｃ社Ｅ営業所は、昭和 62 年に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主及び社会保険事務担当者も特定できないた

め、これらの者から申立人の申立期間における保険料控除等の状況を確認する

ことができない。 

加えて、Ｃ社Ｅ営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間の健康保険整理番号に欠番は無く、同原票に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


